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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】海水中での使用中に被着体から剥離し難いとい
う特性と、海水中での使用後に基材と粘着剤との層間に
おいて投錨破壊が生じることなく被着体から剥離し易い
という特性とを、互いにバランス良く両立できる、水生
生物付着防止粘着テープを提供する。
【解決手段】防汚層２と基材層３と粘着層４をこの順に
含む粘着テープであって、該基材層がエラストマー樹脂
を含み、該基材層が、アミン系モノマーおよびアミド系
モノマーから選ばれる少なくとも１種である窒素含有モ
ノマーを含む、水生生物付着防止粘着テープ。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　防汚層と基材層と粘着層をこの順に含む粘着テープであって、
　該基材層がエラストマー樹脂を含み、
　該基材層が、アミン系モノマーおよびアミド系モノマーから選ばれる少なくとも１種で
ある窒素含有モノマーを含む、
　水生生物付着防止粘着テープ。
【請求項２】
　前記エラストマー樹脂が、（メタ）アクリル系ポリマー成分とウレタン系ポリマー成分
を含有するポリウレタンアクリル樹脂を含む、請求項１に記載の水生生物付着防止粘着テ
ープ。
【請求項３】
　前記窒素含有モノマーの含有割合が、前記（メタ）アクリル系ポリマー成分の１重量％
～５０重量％である、請求項２に記載の水生生物付着防止粘着テープ。
【請求項４】
　前記基材層の２３℃における破断伸びが１００％～２０００％である、請求項１から３
までのいずれかに記載の水生生物付着防止粘着テープ。
【請求項５】
　前記基材層の２３℃における破断応力が１０ＭＰａ以上である、請求項１から４までの
いずれかに記載の水生生物付着防止粘着テープ。
【請求項６】
　前記粘着層がカルボキシル基含有アクリル系ポリマーを主成分とする粘着剤組成物を含
む、請求項１から５までのいずれかに記載の水生生物付着防止粘着テープ。
 
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、水生生物付着防止粘着テープに関する。詳細には、本発明は、水中構造物（
船舶、ブイ、港湾設備、海上油田設備、発電所冷却水用の水路、工場冷却水用の水路、水
上浮遊通路など）に水中生物が付着して繁殖することを防止するための、水生生物付着防
止粘着テープに関する。
【背景技術】
【０００２】
　船舶などの水中構造物は、海水に接触する部分において、フジツボ、カキ、ムラサキイ
ガイ、ヒドラ、セルプラ、ホヤ、コケムシ、アオサ、アオノリ、付着珪藻などの海洋生物
が付着して繁殖し、流体抵抗の増加や熱伝導性の低下といった設備機械性能の低下や、付
着した海洋生物の海外への拡散など、好ましくない状態を引き起こしている。また、付着
した海洋生物を除去する作業には大きな労力と膨大な時間が必要であり、経済的な損失を
被っている。
【０００３】
　上記のような被害を防止するため、従来、防汚塗料が水中構造物に塗装されている。防
汚塗料には、古くは有機スズ化合物や現在では亜酸化銅などの毒性防汚剤が含まれている
。防汚塗料の毒性によって海洋生物の付着成長はほぼ抑制できるが、有機スズ化合物や亜
酸化銅などの毒性防汚剤は人体や環境に少なからず悪影響を与えるため、長期的にみれば
深刻な問題となる。また、防汚塗料を塗装後に乾燥させる際には、３０重量％程度の有機
溶剤（ＶＯＣ）が揮発し、作業環境や周辺の環境に悪影響を与えている。スプレー式塗装
では、ＶＯＣの大気中への排出の他に、塗料の１０重量％～２０重量％は風により周囲に
飛散していると言われている。一方で、長年使用した防汚塗料を塗り替える際には、古く
なった防汚塗料をサンドブラストや金属研磨機で剥離するが、その際に、有機スズ化合物
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や亜酸化銅などの毒性防汚剤を含んだ大量の塗膜片が周囲に飛散して作業者や環境に悪影
響を与えると共に、剥離した防汚塗料は産業廃棄物として処理されるため、大きな問題と
なっている。
【０００４】
　以上の様に、これまでの防汚塗料では、海洋生物に対する付着阻害効果はあるものの、
人体や環境に対して大きな悪影響があり、多くの問題が解決されないまま現在に至ってい
るのが現状である。
【０００５】
　従来、粘着テープを海水中で使用すると、粘着層が海水と接触することによって被着体
への粘着力が低下してしまい、使用中に粘着層が被着体から剥離してしまうという問題が
あった。また、従来、粘着テープは海水中で使用されることは少なく、また、海水中で使
用される場合であっても、使用後の再剥離性を考慮されていないため、剥離する際に基材
と粘着剤との層間において投錨破壊が生じてしまい、剥離する際には被着体に糊残りが生
じてしまうというような問題が起こる。このため、海水中で使用した粘着テープを新たな
粘着テープに貼り替えるためには、多大な労力が必要である。また、海水中で使用した粘
着テープを一度剥離してしまうと、基材の塑性変形によって粘着テープの再貼り付けがで
きず、施工時のリワーク性に乏しいという問題がある。
【０００６】
　そこで、銅薄と粘着剤とをプライマーを介して貼り合わせた粘着テープが提案されてい
る（特許文献１、２参照）。しかし、このような粘着テープにおいては、海洋生物の付着
抑制を銅薄の銅成分によって実現させているため、環境への悪影響の可能性があるという
問題がある。また、このような粘着テープは、ＦＲＰ板に対するピール接着力が２．６ｋ
ｇ／２５ｍｍまたは７．５ｋｇ／２５ｍｍ（プライマー前処理後）と非常に大きく設計さ
れており、海水中での使用中に粘着層が被着体から剥離してしまうという問題を回避して
いる一方で、必要以上に粘着層の全体としてのピール接着力が高くなってしまい、使用後
の粘着テープを貼り替える場合に粘着テープが人力で容易に剥がれるとは考えにくく、結
局、削り取るなどの行為が必要なため、大きな労力が必要となる。また、このように粘着
力が非常に高いことに加えて、基材が金属板であることから、使用後の粘着テープを一度
剥離してしまうと基材が塑性変形してしまい、施工時のリワーク性に乏しいという問題が
なお残る。また、銅は比重が８．９４ｇ／ｃｍ３と重い物質であり、船舶などの移動構造
物に使用することは、燃費を悪化させ経済的に好ましくない。
【０００７】
　すなわち、海水中での使用に適した粘着テープには、海水中での使用中に被着体から剥
離し難いという特性と、海水中での使用後に基材と粘着剤との層間において投錨破壊が生
じることなく被着体から剥離し易いという特性とを、互いにバランス良く両立できること
が求められる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特公昭６３－６２４８７号公報
【特許文献２】特公平１－５４３９７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明の課題は、海水中での使用中に被着体から剥離し難いという特性と、海水中での
使用後に基材と粘着剤との層間において投錨破壊が生じることなく被着体から剥離し易い
という特性とを、互いにバランス良く両立できる、水生生物付着防止粘着テープを提供す
ることにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
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　本発明の水生生物付着防止粘着テープは、
　防汚層と基材層と粘着層をこの順に含む粘着テープであって、
　該基材層がエラストマー樹脂を含み、
　該基材層が、アミン系モノマーおよびアミド系モノマーから選ばれる少なくとも１種で
ある窒素含有モノマーを含む。
【００１１】
　好ましい実施形態においては、上記エラストマー樹脂が、（メタ）アクリル系ポリマー
成分とウレタン系ポリマー成分を含有するポリウレタンアクリル樹脂を含む。
【００１２】
　好ましい実施形態においては、上記窒素含有モノマーの含有割合が、上記（メタ）アク
リル系ポリマー成分の１重量％～５０重量％である。
【００１３】
　好ましい実施形態においては、上記基材層の２３℃における破断伸びが１００％～２０
００％である。
【００１４】
　好ましい実施形態においては、上記基材層の２３℃における破断応力が１０ＭＰａ以上
である。
【００１５】
　好ましい実施形態においては、上記粘着層がカルボキシル基含有アクリル系ポリマーを
主成分とする粘着剤組成物を含む。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、海水中での使用中に被着体から剥離し難いという特性と、海水中での
使用後に基材と粘着剤との層間において投錨破壊が生じることなく被着体から剥離し易い
という特性とを、互いにバランス良く両立できる、水生生物付着防止粘着テープを提供す
ることができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】本発明の水生生物付着防止粘着テープの一例の概略断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　本発明の水生生物付着防止粘着テープは、防汚層と基材層と粘着層をこの順に含む。本
発明の水生生物付着防止粘着テープは、防汚層と基材層と粘着層をこの順に含んでいれば
、本発明の効果を損なわない範囲で、任意の適切な他の層を有していても良い。本発明の
水生生物付着防止粘着テープの厚みは、それに含まれる各層の厚みによって、本発明の効
果を損なわない範囲で、任意の適切な厚みに設定される。本発明の水生生物付着防止粘着
テープの厚みは、好ましくは５０μｍ～５００μｍである。
【００１９】
　図１に、本発明の水生生物付着防止粘着テープの一例の概略断面図を示す。本発明の水
生生物付着防止粘着テープ１００は、防汚層２と基材層３と粘着層４をこの順に含む。図
１に示すように、防汚層２の表面や、粘着層４の表面には、剥離フィルム１が設けられて
いても良い。基材層には、防汚層との密着性をさらに向上させるために、プライマーをあ
らかじめ塗工しておいても良い。
【００２０】
　基材層は、エラストマー樹脂を含む。エラストマー樹脂としては、本発明の効果を損な
わない範囲で任意の適切なエラストマー樹脂を採用し得る。このようなエラストマー樹脂
としては、例えば、加硫ゴム、熱可塑性エラストマーなどが挙げられる。熱可塑性エラス
トマーとしては、例えば、スチレン系エラストマー、オレフィン系エラストマー、塩ビ系
エラストマー、ウレタン系エラストマー、エステル系エラストマー、アミド系エラストマ
ーなどが挙げられる。
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【００２１】
　基材層中に含まれ得るエラストマー樹脂は、１種のみであっても良いし、２種以上であ
っても良い。基材層がエラストマー樹脂を含むことにより、曲面や鋭角面など、平面以外
の部位にも容易に作業性良く貼着でき、貼着後の表面にしわや浮きなどの外観不良が生じ
難い、水生生物付着防止粘着テープを提供することができる。
【００２２】
　基材層中のエラストマー樹脂の含有割合は、好ましくは５０重量％以上であり、より好
ましくは６０～１００重量％であり、さらに好ましくは７０～９９重量％であり、特に好
ましくは８０～９８重量％であり、最も好ましくは９０～９７重量％である。
【００２３】
　基材層の材料としては、本発明の効果を損なわない範囲で、エラストマー樹脂以外の任
意の適切な材料を採用し得る。このような基材層の材料としては、好ましくは、耐水性、
強度、柔軟性、裂け性に優れるものである。このような基材層の材料は、１種のみであっ
ても良いし、２種以上であっても良い。
【００２４】
　本発明において、基材層に含まれるエラストマー樹脂としては、本発明の効果を十分に
発現させ得る点で、好ましくは、ウレタン系エラストマーである。ウレタン系エラストマ
ーとしては、好ましくは、ポリウレタンアクリル樹脂およびポリウレタン樹脂から選ばれ
る少なくとも１種であり、より好ましくはポリウレタンアクリル樹脂である。ポリウレタ
ン樹脂としては、例えば、カーボネート系ポリウレタン、エステル系ポリウレタン、エー
テル系ポリウレタンなどが挙げられる。エラストマー樹脂としてウレタン系エラストマー
を採用することにより、曲面や鋭角面など、平面以外の部位にも一層容易に作業性良く貼
着でき、貼着後の表面にしわや浮きなどの外観不良が一層生じ難い、水生生物付着防止粘
着テープを提供することができる。
【００２５】
　ポリウレタンアクリル樹脂は、アクリル成分とウレタン成分を有する。ポリウレタンア
クリル樹脂は、より具体的には、（メタ）アクリル系ポリマー成分とウレタンポリマー成
分を含有する複合ポリマーである。ポリウレタンアクリル樹脂中における（メタ）アクリ
ル系ポリマー成分とウレタンポリマー成分との重量比率は、好ましくは、（メタ）アクリ
ル系ポリマー成分／ウレタンポリマー成分＝１／９９～８０／２０である。ポリウレタン
アクリル樹脂中における（メタ）アクリル系ポリマー成分とウレタンポリマー成分との重
量比率が上記範囲内に収まることにより、前駆体混合物の粘度の上昇を抑制できて作業性
を良好に維持できるとともに、ポリウレタンアクリル樹脂に優れた柔軟性や優れた強度を
付与できる。（メタ）アクリル系ポリマー成分／ウレタンポリマー成分が１／９９未満で
は、前駆体混合物の粘度が高くなり、作業性が悪化するおそれがあり、８０／２０を超え
ると、ポリウレタンアクリル樹脂としての柔軟性や強度が得られないおそれがある。
【００２６】
　なお、本明細書において、「（メタ）アクリル」と記載されている場合は「アクリルお
よび／またはメタクリル」を意味し、「（メタ）アクリレート」と記載されている場合は
「アクリレートおよび／またはメタクリレート」を意味する。
【００２７】
　ポリウレタンアクリル樹脂中の（メタ）アクリル系ポリマー成分は、（メタ）アクリル
酸系モノマーと単官能（メタ）アクリル系モノマーを含むモノマー成分を用いて得られる
ポリマーであることが好ましい。ポリウレタンアクリル樹脂中の（メタ）アクリル系ポリ
マー成分は、特に、ホモポリマーのガラス転移温度（Ｔｇ）が０℃以上の単官能（メタ）
アクリル系モノマーを含むモノマー成分を用いて得られるポリマーであることが好ましい
。ポリウレタンアクリル樹脂中の（メタ）アクリル系ポリマー成分は、上記ホモポリマー
のガラス転移温度（Ｔｇ）が０℃以上の単官能（メタ）アクリル系モノマーに加えて、さ
らに、ホモポリマーのガラス転移温度（Ｔｇ）が０℃未満の単官能（メタ）アクリル系モ
ノマーを含むモノマー成分を用いて得られるポリマーであることがより好ましい。
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【００２８】
　（メタ）アクリル酸系モノマーとは、カルボキシル基を有する（メタ）アクリル系モノ
マーである。（メタ）アクリル酸系モノマーとしては、例えば、アクリル酸、メタクリル
酸、マレイン酸、クロトン酸等が挙げられる。本発明の効果を一層発現できる点で、（メ
タ）アクリル酸系モノマーとしては、好ましくは、アクリル酸が挙げられる。
【００２９】
　ポリウレタンアクリル樹脂の原料となるモノマー成分中の（メタ）アクリル酸系モノマ
ーの含有割合は、好ましくは１重量％～１５重量％であり、より好ましくは２重量％～１
０重量％である。ポリウレタンアクリル樹脂の原料となるモノマー成分中の（メタ）アク
リル酸系モノマーの含有割合が上記範囲内に収まることにより、ポリウレタンアクリル樹
脂の合成反応を円滑に進ませることができ、ポリウレタンアクリル樹脂に十分な強度と耐
水性を付与できる。ポリウレタンアクリル樹脂の原料となるモノマー成分中の（メタ）ア
クリル酸系モノマーの含有割合が１重量％未満では、ポリウレタンアクリル樹脂の合成反
応に長時間を要するおそれや、ポリウレタンアクリル樹脂が十分な強度を有しないおそれ
がある。ポリウレタンアクリル樹脂の原料となるモノマー成分中の（メタ）アクリル酸系
モノマーの含有割合が１５重量％を超える場合には、ポリウレタンアクリル樹脂の吸水率
が大きくなり、耐水性に問題が生じるおそれがある。（メタ）アクリル酸系モノマーは、
ポリウレタンアクリル樹脂中のウレタン成分とアクリル成分との相溶性に大きく影響する
ものである。
【００３０】
　Ｔｇが０℃以上の単官能（メタ）アクリル系モノマーとしては、例えば、アクリロイル
モルホリン、イソボルニルアクリレート、ジシクロペンタニルアクリレート、ｔ－ブチル
アクリレート、シクロヘキシルアクリレート、ラウリルアクリレート等が挙げられる。Ｔ
ｇが０℃以上の単官能（メタ）アクリル系モノマーは、１種のみであっても良いし、２種
以上であっても良い。
【００３１】
　Ｔｇが０℃以上の単官能（メタ）アクリル系モノマーとしては、本発明の効果を一層発
現できる点で、好ましくは、イソボルニルアクリレート、ジシクロペンタニルアクリレー
トから選ばれる少なくとも１種であり、より好ましくは、イソボルニルアクリレートが挙
げられる。
【００３２】
　ポリウレタンアクリル樹脂中の（メタ）アクリル系ポリマー成分を構成するモノマー成
分中の、Ｔｇが０℃以上の単官能（メタ）アクリル系モノマーの含有割合は、好ましくは
２０重量％～９９重量％であり、より好ましくは３０重量％～９８重量％である。ポリウ
レタンアクリル樹脂中の（メタ）アクリル系ポリマー成分を構成するモノマー成分中の、
Ｔｇが０℃以上の単官能（メタ）アクリル系モノマーの含有割合が上記範囲内に収まるこ
とにより、ポリウレタンアクリル樹脂に十分な強度を付与できるとともに、ポリウレタン
アクリル樹脂の剛性の上がり過ぎを抑制できる。ポリウレタンアクリル樹脂中の（メタ）
アクリル系ポリマー成分を構成するモノマー成分中の、Ｔｇが０℃以上の単官能（メタ）
アクリル系モノマーの含有割合が、２０重量％未満では、ポリウレタンアクリル樹脂が十
分な強度を有しないおそれがある。ポリウレタンアクリル樹脂中の（メタ）アクリル系ポ
リマー成分を構成するモノマー成分中の、Ｔｇが０℃以上の単官能（メタ）アクリル系モ
ノマーの含有割合が、９９重量％を超えると、ポリウレタンアクリル樹脂の剛性が上がり
すぎて脆くなるおそれがある。
【００３３】
　Ｔｇが０℃未満の単官能（メタ）アクリル系モノマーとしては、例えば、アクリル酸ｎ
－ブチル、アクリル酸２－エチルヘキシル、アクリル酸イソオクチル、アクリル酸イソブ
チル、２－メトキシエチルアクリレート、テトラヒドロフルオロフリルアクリレート、フ
ェノキシエチルアクリレート、エトキシエチルアクリレート、３－メトキシブチルアクリ
レート等が挙げられる。Ｔｇが０℃未満の単官能（メタ）アクリル系モノマーは、１種の
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みであっても良いし、２種以上であっても良い。
【００３４】
　Ｔｇが０℃未満の単官能（メタ）アクリル系モノマーとしては、本発明の効果を一層発
現できる点で、好ましくは、アクリル酸ｎ－ブチルが挙げられる。
【００３５】
　ポリウレタンアクリル樹脂中の（メタ）アクリル系ポリマー成分を構成するモノマー成
分中の、Ｔｇが０℃未満の単官能（メタ）アクリル系モノマーの含有割合は、好ましくは
５０重量％以下であり、より好ましくは４５重量％以下である。ポリウレタンアクリル樹
脂中の（メタ）アクリル系ポリマー成分を構成するモノマー成分中の、Ｔｇが０℃未満の
単官能（メタ）アクリル系モノマーの含有割合が上記範囲内に収まることにより、ポリウ
レタンアクリル樹脂に十分な強度を付与できる。ポリウレタンアクリル樹脂中の（メタ）
アクリル系ポリマー成分を構成するモノマー成分中の、Ｔｇが０℃未満の単官能（メタ）
アクリル系モノマーの含有割合が、５０重量％を超える場合には、ポリウレタンアクリル
樹脂が十分な強度を有しないおそれがある。
【００３６】
　ポリウレタンアクリル樹脂中の（メタ）アクリル系ポリマー成分の原料モノマーに含ま
れる、（メタ）アクリル酸系モノマーや単官能（メタ）アクリル系モノマーなどの（メタ
）アクリル系モノマーは、ウレタンとの相溶性、放射線等の光硬化時の重合性や、得られ
る高分子量体の特性を考慮して、種類、組合せ、使用量等が適宜決定される。
【００３７】
　ポリウレタンアクリル樹脂中の（メタ）アクリル系ポリマー成分の原料モノマーには、
本発明の効果を損なわない範囲で、任意の適切な他のモノマーが含まれていても良い。こ
のような他のモノマーとしては、例えば、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル、スチレン、
アクリルアミド、メタクリルアミド、マレイン酸のモノまたはジエステル、その誘導体、
グリシジルアクリレート、グリシジルメタクリレート、オリゴエステルアクリレート、ε
－カプロラクトンアクリレート、ジシクロペンタニル（メタ）アクリレート、ジシクロペ
ンテニル（メタ）アクリレート、メトキシ化シクロドデカトリエンアクリレート、メトキ
シエチルアクリレート等が挙げられる。他のモノマーは、１種のみであっても良いし、２
種以上であっても良い。他のモノマーの種類や使用量は、目的に応じて、適宜選択し得る
。
【００３８】
　ポリウレタンアクリル樹脂中の（メタ）アクリル系ポリマー成分の原料モノマーには、
本発明の効果を損なわない範囲で、他の多官能モノマーが含まれていても良い。このよう
な多官能モノマーとしては、例えば、エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、プロ
ピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、
ネオペンチルグリコールジ（メタ）アクリレート、トリメチロールプロパントリ（メタ）
アクリレート、ペンタエリスリトールトリ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトー
ルヘキサ（メタ）アクリレート、ウレタンアクリレート、エポキシアクリレート、ポリエ
ステルアクリレート等が挙げられる。本発明の効果を一層発現できる点で、このような多
官能モノマーとしては、好ましくは、トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリレート
が挙げられる。
【００３９】
　ポリウレタンアクリル樹脂中の（メタ）アクリル系ポリマー成分の原料モノマーに他の
多官能モノマーが含まれている場合、その含有割合は、原料モノマー中の（メタ）アクリ
ル系モノマーに対して、好ましくは１重量％～２０重量％である。上記含有割合が１重量
％以上であれば、ポリウレタンアクリル樹脂の凝集力を十分に高く維持することができ、
上記含有割合が２０重量％以下であれば、ポリウレタンアクリル樹脂の弾性率が高くなり
すぎることがなく、被着体表面の凹凸に良好に追従することができる。
【００４０】
　ポリウレタンアクリル樹脂中のウレタンポリマー成分は、好ましくは、ジオールとジイ
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ソシアネートとを反応させて得られる。ジオールの水酸基とイソシアネートとの反応には
、触媒を用いても良い。
【００４１】
　低分子量のジオールとしては、例えば、エチレングリコール、ジエチレングリコール、
プロピレングリコール、ブチレングリコール、ヘキサメチレングリコール等の２価のアル
コールが挙げられる。
【００４２】
　高分子量のジオールとしては、例えば、エチレンオキサイド、プロピレンオキサイド、
テトラヒドロフラン等を付加重合して得られるポリエーテルポリオール；上述の２価のア
ルコール、１，４－ブタンジオール、１，６－ヘキサンジオール等のアルコールとアジピ
ン酸、アゼライン酸、セバチン酸等の２価の塩基酸との重縮合物からなるポリエステルポ
リオール；アクリルポリオール；カーボネートポリオール；エポキシポリオール；カプロ
ラクトンポリオール；等が挙げられる。本発明の効果を一層発現できる点で、高分子量の
ジオールとしては、これらの中でも、好ましくは、ポリオキシテトラメチレングリコール
（ＰＴＭＧ）、ポリアルキレンカーボネートジオール（ＰＣＤ）が挙げられる。
【００４３】
　アクリルポリオールとしては、水酸基を有するモノマーの共重合体の他、水酸基含有物
と（メタ）アクリル系モノマーとの共重合体等が挙げられる。
【００４４】
　エポキシポリオールとしては、アミン変性エポキシ樹脂等が挙げられる。
【００４５】
　ポリウレタンアクリル樹脂中のウレタンポリマー成分を製造する際には、上記ジオール
を、（メタ）アクリル系モノマーへの溶解性、イソシアネートとの反応性等を考慮して、
１種のみを用いても良いし、２種以上を用いても良い。ポリウレタンアクリル樹脂の強度
を向上させる場合には、低分子量ジオールによるウレタンハードセグメント量を増加させ
ると効果的である。ポリウレタンアクリル樹脂の伸びを重視する場合には、分子量の大き
なジオールを単独で使用すると効果的である。ポリエーテルポリオールは、一般的に、安
価で耐水性が良好である。ポリエステルポリオールは、ポリウレタンアクリル樹脂の強度
を向上させることができる。
【００４６】
　ジイソシアネートとしては、芳香族、脂肪族、脂環族のジイソシアネート；これらのジ
イソシアネートの二量体、三量体；ポリフェニルメタンジイソシアネート；などが挙げら
れる。ジイソシアネートは、１種のみであっても良いし、２種以上であっても良い。
【００４７】
　芳香族、脂肪族、脂環族のジイソシアネートとしては、例えば、トリレンジイソシアネ
ート、ジフェニルメタンジイソシアネート、ヘキサメチレンジイソシアネート、キシリレ
ンジイソシアネート、水添キシリレンジイソシアネート（ＨＸＤＩ）、イソホロンジイソ
シアネート、水添ジフェニルメタンジイソシアネート、１，５－ナフチレンジイソシアネ
ート、１，３－フェニレンジイソシアネート、１，４－フェニレンジイソシアネート、ブ
タン－１，４－ジイソシアネート、２，２，４－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネ
ート、２，４，４－トリメチルヘキサメチレンジイソシアネート、シクロヘキサン－１，
４－ジイソシアネート、ジシクロヘキシルメタン－４，４－ジイソシアネート、１，３－
ビス（イソシアネートメチル）シクロヘキサン、メチルシクロヘキサンジイソシアネート
、ｍ－テトラメチルキシリレンジイソシアネート等が挙げられる。
【００４８】
　芳香族、脂肪族、脂環族のジイソシアネートの三量体としては、例えば、イソシアヌレ
ート型、ビューレット型、アロファネート型等が挙げられる。
【００４９】
　本発明の効果を一層発現できる点で、ジイソシアネートとしては、好ましくは、ヘキサ
メチレンジイソシアネート（ＨＤＩ）、水添トリレンジイソシアネート（ＨＴＤＩ）、水
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添４，４－ジフェニルメタンジイソシアネート（ＨＭＤＩ）、イソホロンジイソシアネー
ト（ＩＰＤＩ）、水添キシレンジイソシアネート（ＨＸＤＩ）が挙げられる。
【００５０】
　ウレタンポリマー成分を形成するためのジオール成分とジイソシアネート成分の使用割
合は、ＮＣＯ／ＯＨ（当量比）が、好ましくは１．１～２．０であり、より好ましくは１
．１５～１．３５である。ＮＣＯ／ＯＨ（当量比）が上記範囲内に収まることにより、ポ
リウレタンアクリル樹脂に優れた強度、十分な伸び、十分な柔軟性を付与できる。ＮＣＯ
／ＯＨ（当量比）が１．１未満の場合、ポリウレタンアクリル樹脂の強度が低下するおそ
れがある。ＮＣＯ／ＯＨ（当量比）が２．０を超えると、ポリウレタンアクリル樹脂の伸
びと柔軟性を十分に確保することができないおそれがある。
【００５１】
　ウレタンポリマー成分に対して水酸基含有（メタ）アクリル系モノマーを添加しても良
い。ウレタンポリマー成分に対して水酸基含有（メタ）アクリル系モノマーを添加するこ
とにより、ウレタンプレポリマー成分の分子末端に（メタ）アクリロイル基を導入するこ
とができ、（メタ）アクリル系モノマーとの共重合性が付与され、ウレタン成分とアクリ
ル成分との相溶性が高まり、破断強度などのＳ－Ｓ特性の向上を図ることができる。本発
明の効果を一層発現できる点で、水酸基含有（メタ）アクリル系モノマーの使用量は、ウ
レタンポリマー成分に対して、好ましくは０．１重量％～１０重量％であり、より好まし
くは１重量％～５重量％である。
【００５２】
　水酸基含有（メタ）アクリル系モノマーとしては、例えば、ヒドロキシエチル（メタ）
アクリレート、ヒドロキシプロピル（メタ）アクリレート、ヒドロキシブチル（メタ）ア
クリレート、ヒドロキシへキシル（メタ）アクリレート等が挙げられる。
【００５３】
　ポリウレタンアクリル樹脂は、好ましくは、（メタ）アクリル系ポリマー成分とウレタ
ンポリマー成分とがグラフト構造や架橋構造により相互に結合したヘテロジニアスネット
ワーク構造を有する。（メタ）アクリル系ポリマー成分とウレタンポリマー成分とが、そ
れぞれ独自に架橋構造をとるＩＰＮ構造（相互侵入高分子網目層）や、（メタ）アクリル
系ポリマー成分とウレタンポリマー成分の一方が架橋構造を有し、他の一方がリニア構造
の高分子鎖を有していて該架橋構造の中に侵入しているようなｓｅｍｉ－ＩＰＮ構造の場
合は、ポリウレタンアクリル樹脂の伸張時の応力が発現しにくい場合がある。
【００５４】
　基材層に含まれるエラストマー樹脂がポリウレタンアクリル樹脂である場合、該基材層
は、例えば、（メタ）アクリル系モノマーを希釈剤として、この（メタ）アクリル系モノ
マー中でジオールとジイソシアネートとの反応を行ってウレタンポリマー成分を形成し、
（メタ）アクリル系モノマーとウレタンポリマーとを主成分として含む混合物を基材（必
要に応じて剥離処理されている）等の上に塗布し、光重合開始剤の種類等に応じて、α線
、β線、γ線、中性子線、電子線等の電離性放射線や紫外線等の放射線、可視光等を照射
して硬化させ、その後、基材等を剥離除去することにより、基材層を形成することができ
る。あるいは、基材等を剥離除去せずに、基材等の上に基材層が積層された形態で得るこ
ともできる。
【００５５】
　基材層に含まれるエラストマー樹脂がポリウレタンアクリル樹脂である場合、該基材層
は、より具体的には、例えば、ジオールを（メタ）アクリル系モノマーに溶解させた後、
ジイソシアネート等を添加してジオールと反応させて粘度調整を行い、これを支持体等に
、あるいは、必要に応じて支持体等の剥離処理面に塗工した後、低圧水銀ランプ等を用い
て硬化させることによって得ることができる。この方法では、（メタ）アクリル系モノマ
ーをウレタン合成中に一度に添加してもよいし、何回かに分割して添加してもよい。また
、ジイソシアネートを（メタ）アクリル系モノマーに溶解させた後、ジオールを反応させ
てもよい。この方法によれば、分子量が限定されるということはなく、高分子量のポリウ
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レタンを生成することもできるので、最終的に得られるウレタンの分子量を任意の大きさ
に設計することができる。酸素による重合阻害を避けるために、支持体等上に塗布した混
合物の上に、剥離処理したシート（セパレーター等）をのせて酸素を遮断してもよいし、
不活性ガスを充填した容器内に基材を入れて、酸素濃度を下げてもよい。
【００５６】
　放射線等の種類や照射に使用されるランプの種類等は適宜選択することができる。この
ようなランプとしては、例えば、蛍光ケミカルランプ、ブラックライト、殺菌ランプ等の
低圧ランプ；メタルハライドランプ、高圧水銀ランプ等の高圧ランプ；等が挙げられる。
【００５７】
　紫外線などの照射量は、基材層の特性に応じて、任意に設定することができる。一般的
には、紫外線の照射量は、好ましくは１００ｍＪ／ｃｍ２～５０００ｍＪ／ｃｍ２であり
、より好ましくは１０００ｍＪ／ｃｍ２～４０００ｍＪ／ｃｍ２であり、さらに好ましく
は２０００ｍＪ／ｃｍ２～３０００ｍＪ／ｃｍ２である。紫外線の照射量を上記範囲内に
収めることにより、劣化させることなく十分な重合率が得られる。紫外線の照射量が１０
０ｍＪ／ｃｍ２より少ないと、十分な重合率が得られないおそれがあり、５０００ｍＪ／
ｃｍ２より大きいと、劣化の原因となるおそれがある。紫外線等を照射する際の温度は、
目的に応じて、任意の適切な温度に設定することができる。紫外線等を照射する際の温度
が高すぎると、重合熱による停止反応が起こり易くなり、特性低下の原因となりやすい。
このため、紫外線等を照射する際の温度は、好ましくは７０℃以下であり、より好ましく
は５０℃以下であり、さらに好ましくは３０℃以下である。
【００５８】
　ポリウレタンアクリル樹脂を調製するにあたり、少なくともウレタンポリマー成分を含
む混合物（例えば、（メタ）アクリル系モノマーとウレタンポリマーとを主成分とする混
合物）には、好ましくは光重合開始剤が含まれる。
【００５９】
　光重合開始剤としては、例えば、ベンゾインメチルエーテル、ベンゾインイソプロピル
エーテル等のベンゾインエーテル；アニソールメチルエーテル等の置換ベンゾインエーテ
ル；２，２－ジエトキシアセトフェノン、２，２－ジメトキシ－２－フェニルアセトフェ
ノン等の置換アセトフェノン、１－ヒドロキシシクロヘキシル　フェニル　ケトン、２－
メチル－２－ヒドロキシプロピオフェノン等の置換アルファーケトール；２－ナフタレン
スルフォニルクロライド等の芳香族スルフォニルクロライド；１－フェニル－１，１－プ
ロパンジオン－２－（ｏ－エトキシカルボニル）－オキシム等の光活性オキシム；などが
挙げられる。
【００６０】
　基材層は、アミン系モノマーおよびアミド系モノマーから選ばれる少なくとも１種であ
る窒素含有モノマーを含む。基材層に含まれ得る窒素含有モノマーは、１種のみであって
も良いし、２種以上であっても良い。このような窒素含有モノマーとしては、例えば、ア
クリロイルモルホリン、アクリルアミド、メタクリルアミド、Ｎ－メチロールアクリルア
ミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチルアクリレート、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノプロピルメ
タクリルアミド、２－ヒドロキシプロピルアクリレート、２－ヒドロキシエチルアクリル
アミド、Ｎ，Ｎ－ジメチルアクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチルアクリルアミド、イミドア
クリレート、ジメチルアミノプロピルアクリルアミド、Ｎ－ビニルピロリドン、これらの
誘導体などが挙げられる。基材層がアミン系モノマーおよびアミド系モノマーから選ばれ
る少なくとも１種である窒素含有モノマーを含むことにより、海水中での使用後に基材と
粘着剤との層間において投錨破壊が生じることなく被着体から剥離し易いという特性とを
、互いにバランス良く両立できる、水生生物付着防止粘着テープを提供することができる
。
【００６１】
　基材層に含まれる窒素含有モノマーの含有割合は、ポリウレタンアクリル樹脂の（メタ
）アクリル系ポリマー成分に対して、好ましくは１重量％～５０重量％であり、より好ま
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しくは３重量％～４５重量％であり、さらに好ましくは５重量％～４０重量％であり、特
に好ましくは７重量％～３５重量％であり、最も好ましくは１０重量％～３０重量％であ
る。ここで、本発明においては、ポリウレタンアクリル樹脂の（メタ）アクリル系ポリマ
ー成分の量は、該（メタ）アクリル系ポリマー成分を構成するモノマー成分の総量と同じ
ものと扱う。基材層に含まれる窒素含有モノマーの含有割合をポリウレタンアクリル樹脂
の（メタ）アクリル系ポリマー成分に対して上記範囲内に調整することによって、海水中
での使用中に被着体から剥離し難いという特性と、海水中での使用後に基材と粘着剤との
層間において投錨破壊が生じることなく被着体から剥離し易いという特性とを、互いによ
りバランス良く両立できる、水生生物付着防止粘着テープを提供することができる。特に
、基材層に含まれる窒素含有モノマーの含有割合をポリウレタンアクリル樹脂の（メタ）
アクリル系ポリマー成分に対して上記範囲内に調整することは、海水中での使用後に基材
と粘着剤との層間において投錨破壊が生じることなく被着体から剥離し易いという特性に
大きく寄与し得る。基材層に含まれる窒素含有モノマーの含有割合がポリウレタンアクリ
ル樹脂の（メタ）アクリル系ポリマー成分に対して過度に多すぎると、基材層の吸水率が
高くなってしまうおそれがあり、海水中で使用することに適さないおそれがある。
【００６２】
　基材層は、その２３℃における破断伸びが、好ましくは１００％～２０００％であり、
より好ましくは１５０～１８００％であり、さらに好ましくは２００～１５００％である
。基材層の２３℃における破断伸びを上記範囲内に調整することによって、剥離作業に要
する労力が一層軽減でき、剥離した際の基材の塑性変形が一層抑制され、施工時のリワー
ク性に一層優れた、水生生物付着防止粘着テープを提供することができる。剥離角度が５
～６０°という浅い角度における剥離の際に、基材が伸びることにより、剥離点における
応力集中が大きくなるために粘着力が低下し、良好な剥離性を発現できる。また、防汚層
付き粘着シートは、船などの被着体に貼着する場合、平面に貼るだけでなく、曲面、９０
度角面、鋭角面などの形状にも良好に追従できることが必要である。上記のような様々な
形状に追随できない場合は、貼着後の表面にしわや浮きなどの外観不良が生じるおそれが
ある。
【００６３】
　基材層は、その２３℃における破断応力が、好ましくは１０ＭＰａ以上であり、より好
ましくは１０～２００ＭＰａであり、さらに好ましくは１２～１５０ＭＰａであり、特に
好ましくは１５～１００ＭＰａである。基材層の２３℃における破断応力を上記範囲内に
調整することによって、剥離作業に要する労力が一層軽減でき、剥離した際の基材の塑性
変形が一層抑制され、施工時のリワーク性に一層優れた、水生生物付着防止粘着テープを
提供することができる。基材層の２３℃における破断応力が１０ＭＰａ未満の場合、使用
後に被着体から剥離する際に、基材層が頻繁に切断してしまい、作業効率が著しく低下す
るおそれがある。
【００６４】
　基材層は、本発明の効果を損なわない範囲で、任意の適切な添加剤を含んでいても良い
。このような添加剤としては、例えば、オレフィン系樹脂、シリコーン系ポリマー、液状
アクリル系共重合体、粘着付与剤、老化防止剤、ヒンダードアミン系光安定剤、紫外線吸
収剤、酸化防止剤、帯電防止剤、ポリエチレンイミン、脂肪酸アミド、脂肪酸エステル、
リン酸エステル、滑剤、界面活性剤、充填剤や顔料（例えば、酸化カルシウム、酸化マグ
ネシウム、シリカ、酸化亜鉛、酸化チタン、カーボンブラックなど）などが挙げられる。
【００６５】
　基材層は、紫外線吸収剤を含むことが好ましい。基材層が紫外線吸収剤を含むことによ
り、本発明の水生生物付着防止粘着テープの耐候性が向上する。基材層が紫外線吸収剤を
含んでいない場合、野外での使用において太陽光によって基材が劣化しやすくなり、当初
の基材強度を維持することが難しくなるおそれがある。そして、基材が劣化してしまうと
、使用済みの本発明の水生生物付着防止粘着テープを被着体から剥がす際に、基材層が頻
繁に切断してしまい、作業効率が著しく悪くなるおそれがある。
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【００６６】
　基材層の厚みは、目的に応じて、任意の適切な厚みを採用し得る。基材層の厚みは、好
ましくは１μｍ～１０００μｍであり、より好ましくは１０μｍ～８００μｍであり、さ
らに好ましくは２０μｍ～５００μｍである。基材層の厚みを上記範囲内に収めることに
より、本発明の水生生物付着防止粘着テープは、防汚層と基材層との密着性に優れ、曲面
や鋭角面など、平面以外の部位にも容易に作業性良く貼着でき、貼着後の表面にしわや浮
きなどの外観不良が生じ難い。
【００６７】
　粘着層としては、本発明の効果を損なわない範囲で、任意の適切な粘着層を採用し得る
。このような粘着層の材料としては、例えば、アクリル樹脂系粘着剤、エポキシ樹脂系粘
着剤、アミノ樹脂系粘着剤、ビニル樹脂（酢酸ビニル系重合体など）系粘着剤、硬化型ア
クリル樹脂系粘着剤、シリコーン樹脂系粘着剤などが挙げられる。粘着層の材料は、１種
のみであっても良いし、２種以上であっても良い。
【００６８】
　粘着層の厚みは、本発明の水生生物付着防止粘着テープの用途や使用環境などによって
、任意の適切な厚みを採用し得る。粘着層の厚みは、好ましくは１０μｍ以上である。粘
着層の厚みが上記範囲内に収まることにより、被着体の形状に十分に追従でき、接着面積
を十分に確保でき、十分な粘着力が発現できる。粘着層の厚みが１０μｍより薄いと、被
着体の形状に十分に追従できなくなり、接着面積が減少してしまい、十分な粘着力が発現
できないおそれがある。粘着層の厚みの上限は、取扱性の観点から、好ましくは３００μ
ｍ以下である。
【００６９】
　粘着層は、粘着剤組成物を含む。粘着層中の粘着剤組成物の含有割合は、好ましくは５
０重量%～１００重量％であり、より好ましくは７０重量％～１００重量％であり、さら
に好ましくは９０重量％～１００重量％であり、特に好ましくは９５重量％～１００重量
％であり、最も好ましくは実質的に１００重量％である。すなわち、最も好ましくは、粘
着層は粘着剤組成物からなる。
【００７０】
　粘着剤組成物は、好ましくは、アクリル系ポリマーを含む。
【００７１】
　粘着剤組成物中のアクリル系ポリマーの含有割合は、好ましくは６８重量％以上であり
、より好ましくは７０重量％～９９．９重量％であり、さらに好ましくは７２重量％～９
９．５重量％であり、特に好ましくは７４重量％～９９重量％であり、最も好ましくは７
５重量％～９８．５重量％である。粘着剤組成物中のアクリル系ポリマーの含有割合を上
記範囲内に調整することにより、粘着剤組成物は、海水中での使用中に被着体から剥離し
難いという特性と、海水中での使用後に被着体から再剥離し易いという特性とを、互いに
よりバランス良く両立し得る。
【００７２】
　アクリル系ポリマーとしては、任意の適切なアクリル系ポリマーを採用し得る。このよ
うなアクリル系ポリマーは、好ましくは、カルボキシル基含有アクリル系ポリマーを主成
分とする。アクリル系ポリマー中のカルボキシル基含有アクリル系ポリマーの含有割合は
、好ましくは５０重量％以上であり、より好ましくは７０重量％～１００重量％であり、
さらに好ましくは９０重量％～１００重量％であり、特に好ましくは９５重量％～１００
重量％であり、最も好ましくは９８重量％～１００重量％である。アクリル系ポリマー中
のカルボキシル基含有アクリル系ポリマーの含有割合を上記範囲内に調整することにより
、粘着剤組成物は、海水中での使用中に被着体から剥離し難いという特性と、海水中での
使用後に被着体から再剥離し易いという特性とを、互いによりバランス良く両立し得る。
【００７３】
　すなわち、粘着剤組成物は、カルボキシル基含有アクリル系ポリマーを主成分とする。
【００７４】
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　粘着剤組成物中のカルボキシル基含有アクリル系ポリマーの含有割合は、好ましくは６
０重量％を超え、より好ましくは６３重量％～９９．９重量％であり、さらに好ましくは
６５～９９．５重量％であり、特に好ましくは６７重量％～９９．３重量％であり、最も
好ましくは７０重量％～９９重量％である。粘着剤組成物中のカルボキシル基含有アクリ
ル系ポリマーの含有割合を上記範囲内に調整することにより、粘着剤組成物は、海水中で
の使用中に被着体から剥離し難いという特性と、海水中での使用後に被着体から再剥離し
易いという特性とを、互いによりバランス良く両立し得る。
【００７５】
　カルボキシル基含有アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分は、好ましくは、直鎖
または分岐鎖状の炭素数１～２０のアルキル基を有する（メタ）アクリル酸アルキルエス
テルを含有する。このような（メタ）アクリル酸アルキルエステルは、１種のみであって
も良いし、２種以上であっても良い。
【００７６】
　カルボキシル基含有アクリル系ポリマーを構成する全モノマー成分中の、直鎖または分
岐鎖状の炭素数１～２０のアルキル基を有する（メタ）アクリル酸アルキルエステルの含
有割合は、好ましくは５０重量％以上であり、より好ましくは５０重量％～９９．９重量
％であり、さらに好ましくは６０重量％～９５重量％であり、特に好ましくは７０重量％
～９３重量％である。カルボキシル基含有アクリル系ポリマーを構成する全モノマー成分
中の、直鎖または分岐鎖状の炭素数１～２０のアルキル基を有する（メタ）アクリル酸ア
ルキルエステルの含有割合を上記範囲内に調整することにより、粘着剤組成物は、海水中
での使用中に被着体から剥離し難いという特性と、海水中での使用後に被着体から再剥離
し易いという特性とを、互いによりバランス良く両立し得る。
【００７７】
　炭素数１～２０のアルキル基を有する（メタ）アクリル酸アルキルエステルとしては、
例えば、（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸プ
ロピル、（メタ）アクリル酸イソプロピル、（メタ）アクリル酸ブチル、（メタ）アクリ
ル酸イソブチル、（メタ）アクリル酸ｓ－ブチル、（メタ）アクリル酸ｔ－ブチル、（メ
タ）アクリル酸ペンチル、（メタ）アクリル酸イソペンチル、（メタ）アクリル酸ヘキシ
ル、（メタ）アクリル酸ヘプチル、（メタ）アクリル酸オクチル、（メタ）アクリル酸２
－エチルヘキシル、（メタ）アクリル酸イソオクチル、（メタ）アクリル酸ノニル、（メ
タ）アクリル酸イソノニル、（メタ）アクリル酸デシル、（メタ）アクリル酸イソデシル
、（メタ）アクリル酸ウンデシル、（メタ）アクリル酸ドデシル、（メタ）アクリル酸ト
リデシル、（メタ）アクリル酸テトラデシル、（メタ）アクリル酸ペンタデシル、（メタ
）アクリル酸ヘキサデシル、（メタ）アクリル酸ヘプタデシル、（メタ）アクリル酸オク
タデシル、（メタ）アクリル酸ノナデシル、（メタ）アクリル酸エイコシルなどが挙げら
れる。（メタ）アクリル酸アルキルエステルが有するアルキル基の炭素数は、好ましくは
２～１４であり、より好ましくは２～１０である。
【００７８】
　カルボキシル基含有アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分は、炭素数１～２０の
アルキル基を有する（メタ）アクリル酸アルキルエステル以外の、（メタ）アクリル酸エ
ステルを含有していても良い。このような（メタ）アクリル酸エステルは、１種のみであ
っても良いし、２種以上であっても良い。このような（メタ）アクリル酸エステルとして
は、例えば、シクロペンチル（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレー
ト、イソボルニル（メタ）アクリレート等の脂環式炭化水素基を有する（メタ）アクリル
酸エステル；フェニル（メタ）アクリレート等の芳香族炭化水素基を有する（メタ）アク
リル酸エステル；テルペン化合物誘導体アルコールから得られる（メタ）アクリル酸エス
テル；などが挙げられる。
【００７９】
　カルボキシル基含有アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分は、カルボキシル基含
有モノマーを含有する。このようなカルボキシル基含有モノマーは、１種のみであっても
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良いし、２種以上であっても良い。カルボキシル基含有アクリル系ポリマーを構成するモ
ノマー成分がカルボキシル基含有モノマーを含有することにより、粘着剤組成物は、海水
中での使用中に被着体から剥離し難いという特性と、海水中での使用後に被着体から再剥
離し易いという特性とを、互いによりバランス良く両立し得る。
【００８０】
　カルボキシル基含有アクリル系ポリマーを構成する全モノマー成分中のカルボキシル基
含有モノマーの含有割合は３０重量％未満であり、好ましくは０．５重量％～２５重量％
であり、より好ましくは１重量％～２０重量％であり、さらに好ましくは１．５重量％～
１８重量％であり、特に好ましくは２重量％～１５重量％である。カルボキシル基含有ア
クリル系ポリマーを構成する全モノマー成分中のカルボキシル基含有モノマーの含有割合
が上記範囲内に収まることにより、粘着剤組成物は、海水中での使用中に被着体から剥離
し難いという特性と、海水中での使用後に被着体から再剥離し易いという特性とを、互い
によりバランス良く両立し得る。
【００８１】
　カルボキシル基含有モノマーとしては、例えば、アクリル酸、メタクリル酸、カルボキ
シエチルアクリレート、カルボキシペンチルアクリレート、イタコン酸、マレイン酸、フ
マル酸、クロトン酸、イソクロトン酸などが挙げられる。カルボキシル基含有モノマーと
しては、これらの中でも、好ましくは、アクリル酸、メタクリル酸が挙げられ、より好ま
しくは、アクリル酸が挙げられる。
【００８２】
　カルボキシル基含有アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分は、その他のモノマー
を含有していても良い。このようなその他のモノマーは、１種のみであっても良いし、２
種以上であっても良い。このようなその他のモノマーとしては、例えば、（メタ）アクリ
ル酸ヒドロキシエチル、（メタ）アクリル酸ヒドロキシプロピル、（メタ）アクリル酸ヒ
ドロキシブチル、（メタ）アクリル酸ヒドロキシヘキシル、（メタ）アクリル酸ヒドロキ
シオクチル、（メタ）アクリル酸ヒドロキシデシル、（メタ）アクリル酸ヒドロキシラウ
リル、（４－ヒドロキシメチルシクロへキシル）メチルメタクリレート等の水酸基含有モ
ノマー；無水マレイン酸、無水イタコン酸等の酸無水物基含有モノマー；スチレンスルホ
ン酸、アリールスルホン酸、２－（メタ）アクリルアミド－２－メチルプロパンスルホン
酸、（メタ）アクリルアミドプロパンスルホン酸、スルホプロピル（メタ）アクリレート
、（メタ）アクリロイルオキシナフタレンスルホン酸等のスルホン酸基含有モノマー；２
－ヒドロキシエチルアクリロイルホスフェート等のリン酸基含有モノマー；（メタ）アク
リルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル（メタ）アク
リルアミド、Ｎ－イソプロピル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブチル（メタ）アクリルア
ミド、Ｎ－メチロール（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチロールプロパン（メタ）アクリ
ルアミド、Ｎ－メトキシメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブトキシメチル（メタ）ア
クリルアミド等の（Ｎ－置換）アミド系モノマー；Ｎ－（メタ）アクリロイルオキシメチ
レンスクシンイミド、Ｎ－（メタ）アクリロイル－６－オキシヘキサメチレンスクシンイ
ミド、Ｎ－（メタ）アクリロイル－８－オキシヘキサメチレンスクシンイミド等のスクシ
ンイミド系モノマー；Ｎ－シクロヘキシルマレイミド、Ｎ－イソプロピルマレイミド、Ｎ
－ラウリルマレイミド、Ｎ－フェニルマレイミド等のマレイミド系モノマー；Ｎ－メチル
イタコンイミド、Ｎ－エチルイタコンイミド、Ｎ－ブチルイタコンイミド、Ｎ－オクチル
イタコンイミド、Ｎ－２－エチルへキシルイタコンイミド、Ｎ－シクロへキシルイタコン
イミド、Ｎ－ラウリルイタコンイミド等のイタコンイミド系モノマー；酢酸ビニル、プロ
ピオン酸ビニル等のビニルエステル類；Ｎ－ビニル－２－ピロリドン、Ｎ－メチルビニル
ピロリドン、Ｎ－ビニルピリジン、Ｎ－ビニルピペリドン、Ｎ－ビニルピリミジン、Ｎ－
ビニルピペラジン、Ｎ－ビニルピラジン、Ｎ－ビニルピロール、Ｎ－ビニルイミダゾール
、Ｎ－ビニルオキサゾール、Ｎ－（メタ）アクリロイル－２－ピロリドン、Ｎ－（メタ）
アクリロイルピペリジン、Ｎ－（メタ）アクリロイルピロリジン、Ｎ－ビニルモルホリン
等の窒素含有複素環系モノマー；Ｎ－ビニルカルボン酸アミド類；Ｎ－ビニルカプロラク



(15) JP 2014-58616 A 2014.4.3

10

20

30

40

50

タム等のラクタム系モノマー；アクリロニトリル、メタクリロニトリル等のシアノアクリ
レートモノマー；（メタ）アクリル酸アミノエチル、（メタ）アクリル酸Ｎ，Ｎ－ジメチ
ルアミノエチル、（メタ）アクリル酸Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル、（メタ）アクリル
酸ｔ－ブチルアミノエチル等の（メタ）アクリル酸アミノアルキル系モノマー；（メタ）
アクリル酸メトキシエチル、（メタ）アクリル酸エトキシエチル等の（メタ）アクリル酸
アルコキシアルキル系モノマー；スチレン、α－メチルスチレン等のスチレン系モノマー
；（メタ）アクリル酸グリシジル等のエポキシ基含有アクリル系モノマー；（メタ）アク
リル酸ポリエチレングリコール、（メタ）アクリル酸ポリプロピレングリコール、（メタ
）アクリル酸メトキシエチレングリコール、（メタ）アクリル酸メトキシポリプロピレン
グリコール等のグリコール系アクリルエステルモノマー；（メタ）アクリル酸テトラヒド
ロフルフリル、フッ素（メタ）アクリレート、シリコーン（メタ）アクリレート等の複素
環、ハロゲン原子、ケイ素原子等を有するアクリル酸エステル系モノマー；イソプレン、
ブタジエン、イソブチレン等のオレフィン系モノマー；メチルビニルエーテル、エチルビ
ニルエーテル等のビニルエーテル系モノマー、チオグリコール酸；酢酸ビニル、プロピオ
ン酸ビニル等のビニルエステル類；スチレン、ビニルトルエン等の芳香族ビニル化合物；
エチレン、ブタジエン、イソプレン、イソブチレン等のオレフィン又はジエン類；ビニル
アルキルエーテル等のビニルエーテル類；塩化ビニル；（メタ）アクリル酸メトキシエチ
ル、（メタ）アクリル酸エトキシエチル等（メタ）アクリル酸アルコキシアルキル系モノ
マー；ビニルスルホン酸ナトリウム等のスルホン酸基含有モノマー；シクロヘキシルマレ
イミド、イソプロピルマレイミド等のイミド基含有モノマー；２－イソシアナートエチル
（メタ）アクリレート等のイソシアネート基含有モノマー；フッ素原子含有（メタ）アク
リレート；ケイ素原子含有（メタ）アクリレート；などが挙げられる。
【００８３】
　カルボキシル基含有アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分は、得られるポリマー
の凝集力を調整する等を目的として、必要に応じて、多官能性モノマーを含有していても
良い。このような多官能性モノマーは、１種のみであっても良いし、２種以上であっても
良い。
【００８４】
　多官能性モノマーとしては、例えば、（ポリ）エチレングリコールジ（メタ）アクリレ
ート、（ポリ）プロピレングリコールジ（メタ）アクリレート、ネオペンチルグリコール
ジ（メタ）アクリレート、ペンタエリスリトールジ（メタ）アクリレート、ペンタエリス
リトールトリ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトールヘキサ（メタ）アクリレー
ト、１，２－エチレングリコールジ（メタ）アクリレート、１，６－ヘキサンジオールジ
（メタ）アクリレート、１，１２－ドデカンジオールジ（メタ）アクリレート、トリメチ
ロールプロパントリ（メタ）アクリレート、テトラメチロールメタントリ（メタ）アクリ
レート、アリール（メタ）アクリレート、ビニル（メタ）アクリレート、ジビニルベンゼ
ン、エポキシアクリレート、ポリエステルアクリレート、ウレタンアクリレート、ブチル
ジ（メタ）アクリレート、ヘキシルジ（メタ）アクリレート等が挙げられる。これら中で
も、多官能性モノマーとしては、好ましくは、トリメチロールプロパントリ（メタ）アク
リレート、１，６－ヘキサンジオールジ（メタ）アクリレート、ジペンタエリスリトール
ヘキサ（メタ）アクリレートが挙げられる。
【００８５】
　カルボキシル基含有アクリル系ポリマーを構成する全モノマー成分中の多官能性モノマ
ーの含有割合は、好ましくは０．０１重量％～３．０重量％であり、より好ましくは０．
０２重量％～２．０重量％であり、さらに好ましくは０．０３重量％～１．５重量％であ
る。カルボキシル基含有アクリル系ポリマーを構成する全モノマー成分中の多官能性モノ
マーの含有割合が３．０重量％を超えると、粘着剤の凝集力が高くなりすぎるおそれがあ
る。カルボキシル基含有アクリル系ポリマーを構成する全モノマー成分中の多官能性モノ
マーの含有割合が０．０１重量％未満であると、粘着剤の凝集力が低下するおそれがある
。
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【００８６】
　粘着剤組成物に含有されるカルボキシル基含有アクリル系ポリマーの調製のためには、
熱重合開始剤や光重合開始剤（光開始剤）等の重合開始剤を使用し得る。重合時間を短く
することができる点等から、重合開始剤として、好ましくは、光重合開始剤を使用し得る
。このような重合開始剤は、１種のみであっても良いし、２種以上であっても良い。
【００８７】
　熱重合開始剤としては、例えば、２，２´－アゾビスイソブチロニトリル、２，２´－
アゾビス－２－メチルブチロニトリル、２，２´－アゾビス（２－メチルプロピオン酸）
ジメチル、４，４´－アゾビス－４－シアノバレリアン酸、アゾビスイソバレロニトリル
、２，２´－アゾビス（２－アミジノプロパン）ジヒドロクロライド、２，２´－アゾビ
ス［２－（５－メチル－２－イミダゾリン－２－イル）プロパン］ジヒドロクロライド、
２，２´－アゾビス（２－メチルプロピオンアミジン）二硫酸塩、２，２´－アゾビス（
Ｎ，Ｎ´－ジメチレンイソブチルアミジン）ジヒドロクロライド等のアゾ系重合開始剤；
ジベンゾイルペルオキシド、ｔ－ブチルペルマレエート、過酸化ラウロイル等の過酸化物
系重合開始剤；レドックス系重合開始剤；等が挙げられる。
【００８８】
　熱重合開始剤の使用量としては、任意の適切な量を採用し得る。
【００８９】
　光重合開始剤としては、例えば、ベンゾインエーテル系光重合開始剤、アセトフェノン
系光重合開始剤、α－ケトール系光重合開始剤、芳香族スルホニルクロリド系光重合開始
剤、光活性オキシム系光重合開始剤、ベンゾイン系光重合開始剤、ベンジル系光重合開始
剤、ベンゾフェノン系光重合開始剤、ケタール系光重合開始剤、チオキサントン系光重合
開始剤、アシルフォスフィンオキサイド系光重合開始剤等が挙げられる。
【００９０】
　ベンゾインエーテル系光重合開始剤としては、例えば、ベンゾインメチルエーテル、ベ
ンゾインエチルエーテル、ベンゾインプロピルエーテル、ベンゾインイソプロピルエーテ
ル、ベンゾインイソブチルエーテル、２，２－ジメトキシ－１，２－ジフェニルエタン－
１－オン（例えば、ＢＡＳＦ製、商品名「イルガキュア６５１」）、アニソールメチルエ
ーテルなどが挙げられる。
【００９１】
　アセトフェノン系光重合開始剤としては、例えば、１－ヒドロキシシクロヘキシルフェ
ニルケトン（例えば、ＢＡＳＦ製、商品名「イルガキュア１８４」）、４－フェノキシジ
クロロアセトフェノン、４－ｔ－ブチル－ジクロロアセトフェノン、１－［４－（２－ヒ
ドロキシエトキシ）－フェニル］－２－ヒドロキシ－２－メチル－１－プロパン－１－オ
ン（例えば、ＢＡＳＦ製、商品名「イルガキュア２９５９」）、２－ヒドロキシ－２－メ
チル－１－フェニル－プロパン－１－オン（例えば、ＢＡＳＦ製、商品名「ダロキュアー
１１７３」）、メトキシアセトフェノンなどが挙げられる。
【００９２】
　α－ケトール系光重合開始剤としては、例えば、２－メチル－２－ヒドロキシプロピオ
フェノン、１－［４－（２－ヒドロキシエチル）－フェニル］－２－ヒドロキシ－２－メ
チルプロパン－１－オンなどが挙げられる。
【００９３】
　芳香族スルホニルクロリド系光重合開始剤としては、例えば、２－ナフタレンスルホニ
ルクロライドなどが挙げられる。
【００９４】
　光活性オキシム系光重合開始剤としては、例えば、１－フェニル－１，１－プロパンジ
オン－２－（ｏ－エトキシカルボニル）－オキシムなどが挙げられる。
【００９５】
　ベンゾイン系光重合開始剤としては、例えば、ベンゾインなどが挙げられる。
【００９６】
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　ベンジル系光重合開始剤としては、例えば、ベンジルなどが挙げられる。
【００９７】
　ベンゾフェノン系光重合開始剤としては、例えば、ベンゾフェノン、ベンゾイル安息香
酸、３，３´－ジメチル－４－メトキシベンゾフェノン、ポリビニルベンゾフェノン、α
－ヒドロキシシクロヘキシルフェニルケトンなどが挙げられる。
【００９８】
　ケタール系光重合開始剤としては、例えば、ベンジルジメチルケタールなどが挙げられ
る。
【００９９】
　チオキサントン系光重合開始剤としては、例えば、チオキサントン、２－クロロチオキ
サントン、２－メチルチオキサントン、２，４－ジメチルチオキサントン、イソプロピル
チオキサントン、２，４－ジクロロチオキサントン、２，４－ジエチルチオキサントン、
イソプロピルチオキサントン、２，４－ジイソプロピルチオキサントン、ドデシルチオキ
サントン等が挙げられる。
【０１００】
　アシルフォスフィン系光重合開始剤としては、例えば、ビス（２，６－ジメトキシベン
ゾイル）フェニルホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイル）（２，４
，４－トリメチルペンチル）ホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイル
）－ｎ－ブチルホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイル）－（２－メ
チルプロパン－１－イル）ホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイル）
－（１－メチルプロパン－１－イル）ホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシベ
ンゾイル）－ｔ－ブチルホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイル）シ
クロヘキシルホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイル）オクチルホス
フィンオキシド、ビス（２－メトキシベンゾイル）（２－メチルプロパン－１－イル）ホ
スフィンオキシド、ビス（２－メトキシベンゾイル）（１－メチルプロパン－１－イル）
ホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジエトキシベンゾイル）（２－メチルプロパン－１
－イル）ホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジエトキシベンゾイル）（１－メチルプロ
パン－１－イル）ホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジブトキシベンゾイル）（２－メ
チルプロパン－１－イル）ホスフィンオキシド、ビス（２，４－ジメトキシベンゾイル）
（２－メチルプロパン－１－イル）ホスフィンオキシド、ビス（２，４，６－トリメチル
ベンゾイル）（２，４－ジペントキシフェニル）ホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジ
メトキシベンゾイル）ベンジルホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイ
ル）－２－フェニルプロピルホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイル
）－２－フェニルエチルホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイル）ベ
ンジルホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイル）－２－フェニルプロ
ピルホスフィンオキシド、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイル）一２一フェニルエチル
ホスフィンオキシド、２，６－ジメトキシベンゾイルベンジルブチルホスフィンオキシド
、２，６－ジメトキシベンゾイルベンジルオクチルホスフィンオキシド、ビス（２，４，
６－トリメチルベンゾイル）－２，５－ジイソプロピルフェニルホスフィンオキシド、ビ
ス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－２－メチルフェニルホスフィンオキシド、ビ
ス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－４－メチルフェニルホスフィンオキシド、ビ
ス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－２，５－ジエチルフェニルホスフィンオキシ
ド、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－２，３，５，６－テトラメチルフェニ
ルホスフィンオキシド、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）－２，４－ジ－ｎ－
ブトキシフェニルホスフィンオキシド、２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェニルホ
スフィンオキシド（例えば、ＢＡＳＦ製、商品名「ルシリンＴＰＯ」）、ビス（２，６－
ジメトキシベンゾイル）－２，４，４－トリメチルペンチルホスフィンオキシド、ビス（
２，４，６－トリメチルベンゾイル）イソブチルホスフィンオキシド、２，６－ジメチト
キシベンゾイル－２，４，６－トリメチルベンゾイル－ｎ一ブチルホスフィンオキシド、
ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）フェニルホスフィンオキシド（例えば、ＢＡ
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ＳＦ製、商品名「イルガキュア８１９」）、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）
－２，４－ジブトキシフェニルホスフィンオキシド、１，１０－ビス［ビス（２，４，６
－トリメチルベンゾイル）ホスフィンオキシド］デカン、トリ（２－メチルベンゾイル）
ホスフィンオキシドなどが挙げられる。アシルフォスフィン系光重合開始剤としては、こ
れらの中でも、好ましくは、ビス（２，４，６－トリメチルベンゾイル）フェニルホスフ
ィンオキシド（例えば、ＢＡＳＦ製、商品名「イルガキュア８１９」）、ビス（２，４，
６－トリメチルベンゾイル）－２，４－ジ－ｎ－ブトキシフェニルホスフィンオキシド、
２，４，６－トリメチルベンゾイルジフェニルホスフィンオキシド（例えば、ＢＡＳＦ製
、商品名「ルシリンＴＰＯ」）、ビス（２，６－ジメトキシベンゾイル）－２，４，４－
トリメチルペンチルホスフィンオキシドが挙げられる。
【０１０１】
　光重合開始剤の使用量としては、カルボキシル基含有アクリル系ポリマーを構成する全
モノマー成分に対して、好ましくは０．０１重量％～５重量％であり、より好ましくは０
．０３重量％～３重量％であり、さらに好ましくは０．０５重量％～２重量％である。光
重合開始剤の使用量が、カルボキシル基含有アクリル系ポリマーを構成する全モノマー成
分に対して０．０１重量％より少ないと、重合反応が不十分になるおそれがある。光重合
開始剤の使用量が、カルボキシル基含有アクリル系ポリマーを構成する全モノマー成分に
対して５重量％を超えると、光重合開始剤が紫外線を吸収することによって紫外線が粘着
層内部まで届かず、重合率の低下を招くおそれがあり、生成するポリマーの分子量が小さ
くなることによって、形成される粘着剤の凝集力が低くなるおそれがある。
【０１０２】
　カルボキシル基含有アクリル系ポリマーを構成するモノマー成分は、得られるポリマー
の凝集力を調整する等を目的として、必要に応じて、架橋剤を含有していても良い。この
ような架橋剤は、１種のみであっても良いし、２種以上であっても良い。このような架橋
剤としては、例えば、エポキシ系架橋剤、イソシアネート系架橋剤、シリコーン系架橋剤
、オキサゾリン系架橋剤、アジリジン系架橋剤、シラン系架橋剤、アルキルエーテル化メ
ラミン系架橋剤、金属キレート系架橋剤などを挙げることができる。このような架橋剤と
しては、これらの中でも、好ましくは、イソシアネート系架橋剤、エポキシ系架橋剤が挙
げられる。
【０１０３】
　イソシアネート系架橋剤としては、例えば、トリレンジイソシアネート、ヘキサメチレ
ンジイソシアネート、イソホロンジイソシアネート、キシリレンジイソシアネート、水添
キシリレンジイソシアネート、ジフェニルメタンジイソシアネート、水添ジフェニルメタ
ンジイソシアネート、テトラメチルキシリレンジイソシアネート、ナフタリンジイソシア
ネート、トリフェニルメタントリイソシアネート、ポリメチレンポリフェニルイソシアネ
ート、これらとトリメチロールプロパン等のポリオールとのアダクト体などが挙げられる
。
【０１０４】
　エポキシ系架橋剤としては、例えば、ビスフェノールＡ、エピクロルヒドリン型のエポ
キシ系樹脂、エチレングリシジルエーテル、ポリエチレングリコールジグリシジルエーテ
ル、グリセリンジグリシジルエーテル、グリセリントリグリシジルエーテル、１,６-ヘキ
サンジオールグリシジルエーテル、トリメチロールプロパントリグリシジルエーテル、ジ
グリシジルアニリン、ジアミングリシジルアミン、Ｎ，Ｎ，Ｎ´，Ｎ´－テトラグリシジ
ル－ｍ－キシリレンジアミン、１，３－ビス（Ｎ，Ｎ´－ジアミングリシジルアミノメチ
ル）シクロヘキサンなどが挙げられる。
【０１０５】
　カルボキシル基含有アクリル系ポリマーは、上記モノマー成分を用いて、任意の適切な
方法で製造し得る。例えば、上記モノマー成分と上記重合開始剤を配合した混合物に紫外
線（ＵＶ）を照射させて、モノマーを一部重合させた部分重合物（アクリル系ポリマーシ
ロップ）として調製できる。
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【０１０６】
　カルボキシル基含有アクリル系ポリマーの重量平均分子量（Ｍｗ）は、好ましくは、１
０００００～５００００００である。
【０１０７】
　粘着剤組成物は、好ましくは、アクリル系ポリマーとアクリル系オリゴマーを含む。な
お、本発明において、ポリマーやオリゴマーの重量は、そのポリマーやオリゴマーを構成
する全モノマー成分の総重量と同じものとして扱う。例えば、粘着剤組成物中のアクリル
系ポリマーの重量は、アクリル系ポリマーを構成する全モノマー成分の総重量と同じもの
として扱う。
【０１０８】
　粘着剤組成物中のアクリル系ポリマーに対するアクリル系オリゴマーの含有割合は、好
ましくは４０重量％未満であり、より好ましくは０．１重量％～３７重量％であり、さら
に好ましくは０．５～３５重量％であり、特に好ましくは０．７重量％～３３重量％であ
り、最も好ましくは１重量％～３０重量％である。粘着剤組成物中のアクリル系ポリマー
に対するアクリル系オリゴマーの含有割合を上記範囲内に調整することにより、粘着剤組
成物は、海水中での使用中に被着体から剥離し難いという特性と、海水中での使用後に被
着体から再剥離し易いという特性とを、互いによりバランス良く両立し得る。
【０１０９】
　アクリル系オリゴマーは、重量平均分子量Ｍｗが、好ましくは１００～１００００であ
り、より好ましくは１００以上５０００未満であり、さらに好ましくは１００～１０００
である。アクリル系オリゴマーの重量平均分子量Ｍｗを上記範囲内に調整することにより
、粘着剤組成物は、海水中での使用中に被着体から剥離し難いという特性と、海水中での
使用後に被着体から再剥離し易いという特性とを、互いによりバランス良く両立し得る。
【０１１０】
　アクリル系オリゴマーは、その計算Ｔｇ（Ｔｇが測定可能なときは実際に測定したガラ
ス転移温度でもよい）が、好ましくは１０℃～３００℃であり、より好ましくは２０℃～
２５０℃であり、さらに好ましくは３０℃～２３０℃であり、特に好ましくは４０℃～２
００℃であり、最も好ましくは５０℃～１８０℃である。アクリル系オリゴマーの計算Ｔ
ｇを上記範囲内に調整することにより、粘着剤組成物は、海水中での使用中に被着体から
剥離し難いという特性と、海水中での使用後に被着体から再剥離し易いという特性とを、
互いによりバランス良く両立し得る。
【０１１１】
　本発明においてアクリル系オリゴマーの「計算Ｔｇ」とは、アクリル系オリゴマーを構
成する単量体由来の構造単位のＴｇについて、Ｆｏｘの計算式により求められる計算ガラ
ス転移温度である。Ｆｏｘの式とは、以下に示すような、共重合体のガラス転移温度Ｔｇ
（℃）と、共重合体を構成する単量体のそれぞれを単独重合したホモポリマーのガラス転
移温度Ｔｇｉ（℃）との関係式である。なお、以下のＦｏｘの式において、Ｔｇ（℃）は
共重合体のガラス転移温度、Ｗｉは単量体ｉの重量分率、Ｔｇｉ（℃）は単量体ｉのホモ
ポリマーのガラス転移温度を示す。
　　１／（２７３＋Ｔｇ）＝Σ（Ｗｉ／（２７３＋Ｔｇｉ））
【０１１２】
　なお、ホモポリマーのガラス転移温度Ｔｇｉ（℃）としては、具体的には、「Ｐｏｌｙ
ｍｅｒ　Ｈａｎｄｂｏｏｋ　３ｒｄ　Ｅｄｉｔｉｏｎ」（Ａ　ＷＩＬＥＹ－ＩＮＴＥＲＳ
ＣＩＥＮＣＥ　ＰＵＢＬＩＣＡＴＩＯＮ、１９８９年）に記載された値を使用することが
できる。
【０１１３】
　アクリル系オリゴマーは、好ましくは、（メタ）アクリル酸エステルをモノマー単位と
して含む。
【０１１４】
　このような（メタ）アクリル酸エステルとしては、例えば、（メタ）アクリル酸メチル
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、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸プロピル、（メタ）アクリル酸イソプ
ロピル、（メタ）アクリル酸ブチル、（メタ）アクリル酸イソブチル、（メタ）アクリル
酸ｓ－ブチル、（メタ）アクリル酸ｔ－ブチル、（メタ）アクリル酸ペンチル、（メタ）
アクリル酸イソペンチル、（メタ）アクリル酸ヘキシル、（メタ）アクリル酸－２－エチ
ルヘキシル、（メタ）アクリル酸ヘプチル、（メタ）アクリル酸オクチル、（メタ）アク
リル酸イソオクチル、（メタ）アクリル酸ノニル、（メタ）アクリル酸イソノニル、（メ
タ）アクリル酸デシル、（メタ）アクリル酸イソデシル、（メタ）アクリル酸ウンデシル
、（メタ）アクリル酸ドデシルのような（メタ）アクリル酸アルキルエステル；（メタ）
アクリル酸シクロヘキシル、（メタ）アクリル酸イソボルニルのような（メタ）アクリル
酸の脂環族アルコールとのエステル；（メタ）アクリル酸フェニル、（メタ）アクリル酸
ベンジルのような（メタ）アクリル酸アリールエステル；テルペン化合物誘導体アルコー
ルから得られる（メタ）アクリル酸エステル；等を挙げることができる。このような（メ
タ）アクリル酸エステルは、１種のみであっても良いし、２種以上であっても良い。
【０１１５】
　アクリル系オリゴマーに含まれ得るモノマー単位としては、上記のような（メタ）アク
リル酸エステルのほかに、例えば、（メタ）アクリル酸エステルと共重合可能な他のモノ
マー成分（共重合性モノマー）が挙げられる。
【０１１６】
　（メタ）アクリル酸エステルと共重合可能な他のモノマー成分（共重合性モノマー）と
しては、例えば、（メタ）アクリル酸メトキシエチル、（メタ）アクリル酸エトキシエチ
ル、（メタ）アクリル酸プロポキシエチル、（メタ）アクリル酸ブトキシエチル、（メタ
）アクリル酸エトキシプロピルのような（メタ）アクリル酸アルコキシアルキル系モノマ
ー；（メタ）アクリル酸アルカリ金属塩等の塩；エチレングリコールのジ（メタ）アクリ
ル酸エステル、ジエチレングリコールのジ（メタ）アクリル酸エステル、トリエチレング
リコールのジ（メタ）アクリル酸エステル、ポリエチレングリコールのジ（メタ）アクリ
ル酸エステル、プロピレングリコールのジ（メタ）アクリル酸エステル、ジプロピレング
リコールのジ（メタ）アクリル酸エステル、トリプロピレングリコールのジ（メタ）アク
リル酸エステルのような（ポリ）アルキレングリコールのジ（メタ）アクリル酸エステル
モノマー；トリメチロールプロパントリ（メタ）アクリル酸エステルのような多価（メタ
）アクリル酸エステルモノマー；酢酸ビニル、プロピオン酸ビニル等のビニルエステル類
；塩化ビニリデン、（メタ）アクリル酸－２－クロロエチルのようなハロゲン化ビニル化
合物；２－ビニル－２－オキサゾリン、２－ビニル－５－メチル－２－オキサゾリン、２
－イソプロペニル－２－オキサゾリンのようなオキサゾリン基含有重合性化合物；（メタ
）アクリロイルアジリジン、（メタ）アクリル酸－２－アジリジニルエチルのようなアジ
リジン基含有重合性化合物；アリルグリシジルエーテル、（メタ）アクリル酸グリシジル
エーテル、（メタ）アクリル酸－２－エチルグリシジルエーテルのようなエポキシ基含有
ビニルモノマー；（メタ）アクリル酸－２－ヒドロキシエチル、（メタ）アクリル酸－２
－ヒドロキシプロピル、（メタ）アクリル酸とポリプロピレングリコールまたはポリエチ
レングリコールとのモノエステル、ラクトン類と（メタ）アクリル酸－２－ヒドロキシエ
チルとの付加物のようなヒドロキシル基含有ビニルモノマー；フッ素置換（メタ）アクリ
ル酸アルキルエステルのような含フッ素ビニルモノマー；無水マレイン酸、無水イタコン
酸等の酸無水物基含有モノマー；スチレン、α－メチルスチレン、ビニルトルエン等の芳
香族ビニル化合物系モノマー；２－クロルエチルビニルエーテル、モノクロロ酢酸ビニル
のような反応性ハロゲン含有ビニルモノマー；（メタ）アクリルアミド、Ｎ－イソプロピ
ル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジエチル（メ
タ）アクリルアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチロール（メタ
）アクリルアミド、Ｎ－エチロール（メタ）アクリルアミド、Ｎ－メチロールプロパン（
メタ）アクリルアミド、Ｎ－メトキシエチル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－ブトキシメチ
ル（メタ）アクリルアミド、Ｎ－アクリロイルモルホリンのようなアミド基含有ビニルモ
ノマー；Ｎ－（メタ）アクリロイルオキシメチレンスクシンイミド、Ｎ－（メタ）アクリ
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ロイル－６－オキシヘキサメチレンスクシンイミド、Ｎ－（メタ）アクリロイル－８－オ
キシヘキサメチレンスクシンイミド等のスクシンイミド系モノマー；Ｎ－シクロヘキシル
マレイミド、Ｎ－イソプロピルマレイミド、Ｎ－ラウリルマレイミド、Ｎ－フェニルマレ
イミド等のマレイミド系モノマー；Ｎ－メチルイタコンイミド、Ｎ－エチルイタコンイミ
ド、Ｎ－ブチルイタコンイミド、Ｎ－オクチルイタコンイミド、Ｎ－２－エチルへキシル
イタコンイミド、Ｎ－シクロへキシルイタコンイミド、Ｎ－ラウリルイタコンイミド等の
イタコンイミド系モノマー；Ｎ－ビニル－２－ピロリドン、Ｎ－メチルビニルピロリドン
、Ｎ－ビニルピリジン、Ｎ－ビニルピペリドン、Ｎ－ビニルピリミジン、Ｎ－ビニルピペ
ラジン、Ｎ－ビニルピラジン、Ｎ－ビニルピロール、Ｎ－ビニルイミダゾール、Ｎ－ビニ
ルオキサゾール、Ｎ－（メタ）アクリロイル－２－ピロリドン、Ｎ－（メタ）アクリロイ
ルピペリジン、Ｎ－（メタ）アクリロイルピロリジン、Ｎ－ビニルモルホリン、Ｎ－ビニ
ルピラゾール、Ｎ－ビニルイソオキサゾール、Ｎ－ビニルチアゾール、Ｎ－ビニルイソチ
アゾール、Ｎ－ビニルピリダジン等の窒素含有複素環系モノマー；Ｎ－ビニルカルボン酸
アミド類；Ｎ－ビニルカプロラクタム等のラクタム系モノマー；（メタ）アクリロニトリ
ル等のシアノアクリレートモノマー；（メタ）アクリル酸アミノエチル、（メタ）アクリ
ル酸Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル、（メタ）アクリル酸Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノエチル
、（メタ）アクリル酸ｔ－ブチルアミノエチル等の（メタ）アクリル酸アミノアルキル系
モノマー；シクロヘキシルマレイミド、イソプロピルマレイミド等のイミド基含有モノマ
ー；２－イソシアナートエチル（メタ）アクリレート等のイソシアネート基含有モノマー
；ビニルトリメトキシシラン、γ－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン、アリル
トリメトキシシラン、トリメトキシシリルプロピルアリルアミン、２－メトキシエトキシ
トリメトキシシランのような有機ケイ素含有ビニルモノマー；（メタ）アクリル酸ヒドロ
キシエチル、（メタ）アクリル酸ヒドロキシプロピル、（メタ）アクリル酸ヒドロキシブ
チル、（メタ）アクリル酸ヒドロキシヘキシル、（メタ）アクリル酸ヒドロキシオクチル
、（メタ）アクリル酸ヒドロキシデシル、（メタ）アクリル酸ヒドロキシラウリル、（４
－ヒドロキシメチルシクロへキシル）メチルメタクリレート等の（メタ）アクリル酸ヒド
ロキシアルキル等の水酸基含有モノマー；（メタ）アクリル酸テトラヒドロフルフリル、
フッ素原子含有（メタ）アクリレート、シリコーン（メタ）アクリレート等の複素環、ハ
ロゲン原子、ケイ素原子等を有するアクリル酸エステル系モノマー；イソプレン、ブタジ
エン、イソブチレン等のオレフィン系モノマー；メチルビニルエーテル、エチルビニルエ
ーテル等のビニルエーテル系モノマー；エチレン、ブタジエン、イソプレン、イソブチレ
ン等のオレフィンまたはジエン類；ビニルアルキルエーテル等のビニルエーテル類；塩化
ビニル；その他、ビニル基を重合したモノマー末端にラジカル重合性ビニル基を有するマ
クロモノマー類；等を挙げることができる。このような他のモノマー成分（共重合性モノ
マー）は、１種のみであっても良いし、２種以上であっても良い。
【０１１７】
　アクリル系オリゴマーとしては、例えば、シクロヘキシルメタクリレート（ＣＨＭＡ）
とイソブチルメタクリレート（ＩＢＭＡ）の共重合体、シクロヘキシルメタクリレート（
ＣＨＭＡ）とイソボルニルメタクリレート（ＩＢＸＭＡ）の共重合体、シクロヘキシルメ
タクリレート（ＣＨＭＡ）とアクリロイルモルホリン（ＡＣＭＯ）の共重合体、シクロヘ
キシルメタクリレート（ＣＨＭＡ）とジエチルアクリルアミド（ＤＥＡＡ）の共重合体、
１－アダマンチルアクリレート（ＡＤＡ）とメチルメタクリレート（ＭＭＡ）の共重合体
、ジシクロペンタニルメタクリレート（ＤＣＰＭＡ）とイソボルニルメタクリレート（Ｉ
ＢＸＭＡ）の共重合体、ジシクロペンタニルメタクリレート（ＤＣＰＭＡ）、シクロヘキ
シルメタクリレート（ＣＨＭＡ）、イソボルニルメタクリレート（ＩＢＸＭＡ）、イソボ
ルニルアクリレート（ＩＢＸＡ）、ジシクロペンタニルアクリレート（ＤＣＰＡ）、１－
アダマンチルメタクリレート（ＡＤＭＡ）、１－アダマンチルアクリレート（ＡＤＡ）の
各単独重合体等を挙げることができる。
【０１１８】
　アクリル系オリゴマーは、ｔ－ブチル（メタ）アクリレートのようなアルキル基が分岐
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構造を持った（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレートや（メタ）ア
クリル酸イソボルニルのような（メタ）アクリル酸の脂環式アルコールとのエステル、（
メタ）アクリル酸フェニルや（メタ）アクリル酸ベンジルのような（メタ）アクリル酸ア
リールエステルなどの環状構造を持った（メタ）アクリレートなど、嵩高い構造を有する
アクリル系モノマーをモノマー単位として含んでいても良い。このような嵩高い構造をア
クリル系オリゴマーに導入することで、粘着剤組成物は、海水中での使用中に被着体から
剥離し難いという特性と、海水中での使用後に被着体から再剥離し易いという特性とを、
互いによりバランス良く両立し得る。
【０１１９】
　アクリル系オリゴマーは、三環以上の脂環式構造を有する（メタ）アクリル系モノマー
をモノマー単位として含んでいても良い。三環以上の脂環式構造のようなより嵩高い構造
をアクリル系オリゴマーに導入することで、粘着剤組成物は、海水中での使用中に被着体
から剥離し難いという特性と、海水中での使用後に被着体から再剥離し易いという特性と
を、互いによりバランス良く両立し得る。
【０１２０】
　上記三環以上の脂環式構造は、橋かけ環構造等の立体構造であっても良い。このような
脂環式構造をアクリル系オリゴマーに導入することで、粘着剤組成物は、海水中での使用
中に被着体から剥離し難いという特性と、海水中での使用後に被着体から再剥離し易いと
いう特性とを、互いによりバランス良く両立し得る。このような脂環式構造としては、例
えば、ジシクロペンタニル基、ジシクロペンテニル基、アダマンチル基、トリシクロペン
タニル基、トリシクロペンテニル基などが挙げられる。このような脂環式構造を有する（
メタ）アクリル系モノマーとしては、例えば、ジシクロペンタニルメタクリレート、ジシ
クロペンタニルアクリレート、ジシクロペンタニルオキシエチルメタクリレート、ジシク
ロペンタニルオキシエチルアクリレート、トリシクロペンタニルメタクリレート、トリシ
クロペンタニルアクリレート、１－アダマンチルメタクリレート、１－アダマンチルアク
リレート、２－メチル－２－アダマンチルメタクリレート、２－メチル－２－アダマンチ
ルアクリレート、２－エチル－２－アダマンチルメタクリレート、２－エチル－２－アダ
マンチルアクリレート等が挙げられる。このような脂環式構造を有する（メタ）アクリル
系モノマーは、１種のみであっても良いし、２種以上であっても良い。
【０１２１】
　アクリル系オリゴマーには、エポキシ基またはイソシアネート基と反応性を有する官能
基が導入されていても良い。このような官能基の例としては、例えば、水酸基、カルボキ
シル基、アミノ基、アミド基、メルカプト基を挙げることができる。
【０１２２】
　防汚層としては、防汚効果を発現できる層であれば、任意の適切な層を採用し得る。
【０１２３】
　防汚層としては、好ましくは、防汚塗料を用いることなく防汚効果を発現できる層であ
り、例えば、防汚効果を有する任意の適切な樹脂を材料とする。このような樹脂としては
、好ましくは、シリコーン樹脂が挙げられる。
【０１２４】
　防汚層がシリコーン樹脂を含む場合、防汚層中のシリコーン樹脂の含有割合は、防汚剤
などの他の成分の含有割合によって、任意の適切な含有割合を採用し得る。防汚層がシリ
コーン樹脂を含む場合、防汚層中のシリコーン樹脂の含有割合は、好ましくは３０重量％
～９８重量％、より好ましくは４０重量％～９７重量％、さらに好ましくは４５重量％～
９６重量％、特に好ましくは５０重量％～９５重量％である。防汚層中のシリコーン樹脂
の含有割合が上記範囲内に収まることにより、防汚層の防汚効果が十分に発現できるとと
もに、防汚層の機械的特性が十分に発現できる。防汚層中のシリコーン樹脂の含有割合が
３０重量％未満の場合、防汚層の機械的特性が低下するおそれがある。防汚層中のシリコ
ーン樹脂の含有割合が９８重量％を超える場合、防汚層の防汚効果が十分に発現できない
おそれがある。
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【０１２５】
　シリコーン樹脂としては、本発明の効果を損なわない範囲で、任意の適切なシリコーン
樹脂を採用し得る。シリコーン樹脂は、１種のみであっても良いし、２種以上であっても
良い。このようなシリコーン樹脂としては、常温で液状のシリコーン樹脂であっても良い
し、常温で固体状のシリコーン樹脂であっても良い。また、このようなシリコーン樹脂と
しては、縮合型のシリコーン樹脂であっても良いし、付加型のシリコーン樹脂であっても
良い。また、このようなシリコーン樹脂としては、単独で乾燥させる１液型のシリコーン
樹脂であっても良いし、硬化剤を配合する２液型のシリコーン樹脂であっても良い。本発
明においては、これらの中でも、１液型の室温硬化性（ＲＴＶ）樹脂、２液型の室温硬化
性（ＲＴＶ）樹脂が好ましい。１液型のＲＴＶ樹脂としては、例えば、信越化学工業（株
）製のＫＥ－３４７５、ＫＥ－４５Ｓ、ＫＥ－４４５、ＫＥ－４４、ＫＥ－４４１、ＫＥ
－３４９７、ＫＥ－４８９６などが挙げられる。２液型のＲＴＶ樹脂としては、例えば、
信越化学工業（株）製のＫＥ１０６、ＫＥ－６６、ＫＥ－１０３１、ＫＥ－１８００など
が挙げられる。
【０１２６】
　本発明の水生生物付着防止粘着テープにおける水生生物の易除去性を向上させるために
、シリコーン樹脂としては、水洗除去時の水圧などによって樹脂表面が弾性変形すること
により付着物の剥離が容易になるような物性を有するシリコーン樹脂が好ましい。このよ
うなシリコーン樹脂は、該シリコーン樹脂の１００％モジュラス（引張応力）が、好まし
くは０．１ＭＰａ～１０ＭＰａ、より好ましくは０．１ＭＰａ～６ＭＰａである。また、
このようなシリコーン樹脂は、有機溶剤に可溶であるものが好ましい。
【０１２７】
　防汚層は、防汚剤を含んでいても良い。防汚剤は、１種のみであっても良いし、２種以
上であっても良い。防汚層が防汚剤を含む場合、該防汚剤は、マトリックスであるシリコ
ーン樹脂の表面に移行し、表面を防汚物質で覆うことによって、水生生物のシリコーン樹
脂表面への付着を抑制し、さらに非加水分解性であることから、高い防汚効果を長期間維
持する作用を発現することができる。
【０１２８】
　防汚層が防汚剤を含む場合、防汚層中、シリコーン樹脂に対する防汚剤の含有割合は、
好ましくは２重量％以上、より好ましくは２重量％～２００重量％、さらに好ましくは３
重量％～１５０重量％、特に好ましくは４重量％～１２０重量％、最も好ましくは５重量
％～１００重量％である。シリコーン樹脂に対する防汚剤の含有割合が上記範囲内に収ま
ることにより、防汚層の防汚効果が十分に発現できるとともに、防汚層の外観特性や機械
的特性が十分に発現できる。シリコーン樹脂に対する防汚剤の含有割合が２重量％未満の
場合、防汚層の防汚効果が十分に発現できないおそれがある。シリコーン樹脂に対する防
汚剤の含有割合が２００重量％を超える場合、最終成形品や被膜の外観が不良となるおそ
れがあり、また、防汚層の強度が低下して防汚性を持続できなくなるおそれがある。
【０１２９】
　防汚剤としては、本発明の効果を損なわない範囲で、任意の適切な防汚剤を採用し得る
。このような防汚剤としては、例えば、シリコーンオイル、流動パラフィン、界面活性剤
、ワックス、ペトロラタム、動物脂類、脂肪酸などが挙げられる。本発明においては、防
汚剤としては、好ましくは、シリコーンオイル、流動パラフィン、界面活性剤から選ばれ
る少なくとも１種である。
【０１３０】
　シリコーンオイルとしては、シリコーン樹脂との反応性や自己縮合性を有さないものが
好ましい。このようなシリコーンオイルとしては、本発明の効果を損なわない範囲で、任
意の適切なシリコーンオイルを採用し得る。このようなシリコーンオイルとしては、シリ
コーン樹脂に含まれるオルガノポリシロキサンとある程度不相溶であるものが好ましく、
長期間にわたって防汚効果を持続できる点で、例えば、一般式（Ｉ）で表されるシリコー
ンオイルが好ましい。
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【０１３１】
【化１】

【０１３２】
　一般式（Ｉ）中、Ｒ１は、同一または異なって、炭素数１～１０のアルキル基、アリー
ル基、アラルキル基、フルオロアルキル基、ポリエーテル基、または水酸基を表し、Ｒ２

は、同一または異なって、炭素数１～１０のアルキル基、アリール基、アラルキル基、ポ
リエーテル基、フルオロアルキル基を表し、ｎは０～１５０の整数を表す。
【０１３３】
　一般式（Ｉ）中のＲ１としては、好ましくは、メチル基、フェニル基、水酸基である。
一般式（Ｉ）中のＲ２としては、好ましくは、メチル基、フェニル基、４－トリフルオロ
ブチル基である。
【０１３４】
　一般式（Ｉ）で表されるシリコーンオイルは、数平均分子量が、好ましくは１８０～２
００００、より好ましくは１０００～１００００である。
【０１３５】
　一般式（Ｉ）で表されるシリコーンオイルは、粘度が、好ましくは１０センチストーク
ス～１００００センチストークス、より好ましくは１００センチストークス～５０００セ
ンチストークスである。
【０１３６】
　一般式（Ｉ）で表されるシリコーンオイルとしては、具体的には、例えば、両末端また
は片末端のＲ１が水酸基である末端水酸基含有ジメチルシリコーンオイル、Ｒ１およびＲ
２の全てがメチル基であるジメチルシリコーンオイル、これらのジメチルシリコーンオイ
ルのメチル基の一部がフェニル基に置換されたフェニルメチルシリコーンオイルなどが挙
げられる。
【０１３７】
　一般式（Ｉ）で表されるシリコーンオイルの市販品としては、例えば、信越化学工業（
株）製のＫＦ９６Ｌ、ＫＦ９６、ＫＦ６９、ＫＦ９９、ＫＦ５０、ＫＦ５４、ＫＦ４１０
、ＫＦ４１２、ＫＦ４１４、ＦＬ、東レダウコーニング株式会社製のＢＹ１６－８４６、
ＳＦ８４１６、ＳＨ２００、ＳＨ２０３、ＳＨ２３０、ＳＦ８４１９、ＦＳ１２６５、Ｓ
Ｈ５１０、ＳＨ５５０、ＳＨ７１０、ＦＺ－２１１０、ＦＺ－２２０３が挙げられる。
【０１３８】
　界面活性剤としては、例えば、アニオン系界面活性剤、カチオン系界面活性剤、ノニオ
ン系界面活性剤などが挙げられる。
【０１３９】
　防汚剤として、珪藻付着防止剤、農薬、医薬品（メデトミジンなど）、酵素活性阻害剤
（アルキルフェノール、アルキルレゾルシノールなど）、生物忌避剤を用いても良い。こ
れらの防汚剤を用いることにより、珪藻やフジツボなどの水生生物の付着防止効果がより
一層向上する。
【０１４０】
　防汚層は、本発明の効果を損なわない範囲で、任意の適切な他の添加剤を含んでいても
良い。
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【０１４１】
　防汚層の厚みは、本発明の水生生物付着防止粘着テープの用途や使用環境などによって
、任意の適切な厚みを採用し得る。防汚層の厚みは、好ましくは５μｍ～５００μｍであ
る。防汚層の厚みが上記範囲内に収まることにより、防汚効果が十分に長く有効に働くと
ともに、ハンドリング性に優れ、テープのつなぎ目部分の凹凸が小さく、汚れが付きにく
い。防汚層の厚みが５μｍより薄いと、防汚効果が有効に働く期間が短くなり、実用的で
はなくなるおそれがある。防汚層の厚みが５００μｍより厚いと、本発明の水生生物付着
防止粘着テープが分厚くなって重量が大きくなるため、ハンドリング性が悪くなり、テー
プのつなぎ目部分の凹凸が大きくなり、汚れが付きやすいおそれがある。
【０１４２】
　防汚層および基材層から選ばれる少なくとも１種は、シランカップリング剤、シリコー
ンパウダー、およびシリカ粒子から選ばれる少なくとも１種を含んでいても良い。すなわ
ち、（１）防汚層がシランカップリング剤、シリコーンパウダー、およびシリカ粒子から
選ばれる少なくとも１種を含み、基材層がシランカップリング剤、シリコーンパウダー、
およびシリカ粒子のいずれも含まない場合であっても良いし、（２）防汚層がシランカッ
プリング剤、シリコーンパウダー、シリカ粒子のいずれも含まず、基材層がシランカップ
リング剤、シリコーンパウダー、およびシリカ粒子から選ばれる少なくとも１種を含む場
合であっても良いし、（３）防汚層および基材層の両方がシランカップリング剤、シリコ
ーンパウダー、およびシリカ粒子から選ばれる少なくとも１種を含む場合であっても良い
。
【０１４３】
　防汚層および基材層から選ばれる少なくとも１種がシランカップリング剤、シリコーン
パウダー、およびシリカ粒子から選ばれる少なくとも１種を含むことにより、防汚層と基
材層とのより高い密着性を発現することができる。防汚層と基材層との密着性が低いと、
防汚効果を発揮する防汚層が、使用中の衝撃や物理的ダメージによって基材層から剥離し
てしまい、本来の防汚効果が持続できないおそれがある。
【０１４４】
　防汚層と基材層の密着性は、防汚層がシリコーン樹脂を含む場合に特に顕著である。こ
れは、シリコーン樹脂の特性である低表面エネルギーが原因である。防汚層がシリコーン
樹脂を含む場合であっても、防汚層と基材層の高い密着性を発現することができる。
【０１４５】
　シランカップリング剤は、１種のみであっても良いし、２種以上であっても良い。
【０１４６】
　シランカップリング剤としては、例えば、ビニルトリメトキシシラン、ビニルトリエト
キシシラン等のビニル基含有シランカップリング剤；２－（３，４－エポキシシクロヘキ
シル）エチルトリメトキシシラン、３－グリシドキシプロピルメチルジメトキシシラン、
３－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、３－グリシドキシプロピルメチルジエト
キシシラン、３－グリシドキシプロピルトリエトキシシラン等のエポキシ基含有シランカ
ップリング剤；ｐ－スチリルトリメトキシシラン等のスチリル基含有シランカップリング
剤；３－メタクリロキシプロピルメチルジメトキシシラン、３－メタクリロキシプロピル
トリメトキシシラン、３－メタクリロキシプロピルメチルジエトキシシラン、３－メタク
リロキシプロピルトリエトキシシラン等のメタクリル基含有シランカップリング剤；３－
アクリロキシプロピルトリメトキシシラン等のアクリル基含有シランカップリング剤；Ｎ
－２－（アミノエチル）－３－アミノプロピルメチルジメトキシシラン、Ｎ－２－（アミ
ノエチル）－３－アミノプロピルトリメトキシシラン、３－アミノプロピルトリメトキシ
シラン、３－アミノプロピルトリエトキシシラン、３－トリエトキシシリル－Ｎ－（１，
３－ジメチル－ブチリデン）プロピルアミン、Ｎ－フェニル－３－アミノプロピルトリメ
トキシシラン、Ｎ－（ビニルベンジル）－２－アミノエチル－３－アミノプロピルトリメ
トキシシランの塩酸塩等のアミノ基含有シランカップリング剤；３－ウレイドプロピルト
リエトキシシラン等のウレイド基含有シランカップリング剤；３－メルカプトプロピルメ
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チルジメトキシシラン、３－メルカプトプロピルトリメトキシシラン等のメルカプト基含
有シランカップリング剤；ビス（トリエトキシシリルプロピル）テトラスルフィド等のス
ルフィド基含有シランカップリング剤；３－イソシアネートプロピルトリエトキシシラン
等のイソシアネート基含有シランカップリング剤；などが挙げられる。
【０１４７】
　市販されている具体的なシランカップリング剤としては、例えば、信越化学工業（株）
製のＫＢＭ５１０３、ＫＢＭ１００３、ＫＢＭ９０３、ＫＢＭ４０３、ＫＢＭ８０２など
が挙げられる。
【０１４８】
　シリコーンパウダーは、１種のみであっても良いし、２種以上であっても良い。
【０１４９】
　シリコーンパウダーの平均粒径は、好ましくは１ｎｍ～１００μｍであり、より好まし
くは１０ｎｍ～７０μｍであり、さらに好ましくは１００ｎｍ～５０μｍであり、特に好
ましくは５００ｎｍ～２０μｍである。シリコーンパウダーの平均粒径が上記範囲内に収
まることによって、防汚層と基材層との高い密着性をより効果的に発現することができる
。
【０１５０】
　シリコーンパウダーとしては、例えば、直鎖状のジメチルポリシロキサンを架橋した構
造を持つシリコーンゴム粒子や、シロキサン結合が三次元網目状に架橋した構造を持つポ
リオルガノシルセスキオキサン硬化物であるシリコーンレジン粒子や、シリコーンゴム粒
子の表面をシリコーンレジンで被膜したシリコーン複合粒子などが挙げられる。
【０１５１】
　市販されている具体的なシリコーンパウダーとしては、例えば、信越化学工業（株）製
のシリコーン複合パウダー（ＫＭＰ－６００、ＫＭＰ－６０１、ＫＭＰ－６０２、ＫＭＰ
－６０５、Ｘ－５２－７０３０など）、シリコーンゴムパウダー（ＫＭＰ－５９７、ＫＭ
Ｐ－５９８、ＫＭＰ－５９４、Ｘ－５２－８７５など）、シリコーンレジンパウダー（Ｋ
ＭＰ－５９０、ＫＭＰ－７０１、Ｘ－５２－８５４、Ｘ－５２－１６２１など）が挙げら
れる。
【０１５２】
　シリカ粒子は、１種のみであっても良いし、２種以上であっても良い。
【０１５３】
　シリカ粒子の平均粒径は、好ましくは１ｎｍ～１００μｍであり、より好ましくは２ｎ
ｍ～７０μｍであり、さらに好ましくは３ｎｍ～５０μｍであり、特に好ましくは５ｎｍ
～３０μｍである。シリカ粒子の平均粒径が上記範囲内に収まることによって、防汚層と
基材層との高い密着性をより効果的に発現することができる。
【０１５４】
　シリカ粒子としては、例えば、二酸化ケイ素（ＳｉＯ２）の粒子もしくは二酸化ケイ素
（ＳｉＯ２）によって構成された粒子が挙げられ、例えば、疎水性のシリカ粒子や親水性
のシリカ粒子が挙げられる。シリカ粒子としては、例えば、表面が疎水処理された粒子や
表面が親水処理された粒子も挙げられる。
【０１５５】
　市販されている具体的なシリカ粒子としては、例えば、アエロジルシリーズ（日本アエ
ロジル（株）製）が用いられる。より具体的には、疎水性においては、アエロジルＲ８２
００（１次平均粒子径：１２ｎｍ、ヘキサメチルジシラザン処理）、アエロジルＲ１０４
（１次平均粒子径：１２ｎｍ、オクタメチルシクロテトラシロキサン処理）、アエロジル
Ｒ９７２（１次平均粒子径：１６ｎｍ、ジメチルジクロロシラン処理）、アエロジルＲ９
７４（１次平均粒子径：１２ｎｍ、ジメチルジクロロシラン処理）、アエロジルＲ８１２
（１次平均粒子径：７ｎｍ、ヘキサメチルジシラザン処理）などが挙げられ、親水性にお
いては、アエロジル２００（１次平均粒子径：１２ｎｍ）、アエロジル３００（１次平均
粒子径：７ｎｍ）などが挙げられる。
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【０１５６】
　防汚層および基材層の合計に対する、シランカップリング剤、シリコーンパウダー、お
よびシリカ粒子の合計の含有割合は、好ましくは０．０１重量％～１００重量％であり、
より好ましくは０．５重量％～３０重量％であり、さらに好ましくは０．１重量％～１０
重量％であり、特に好ましくは１重量％～５重量％である。上記含有割合が上記範囲内に
収まることにより、防汚層と基材層との高い密着性をより効果的に発現することができる
。上記含有割合が０．０１重量％未満の場合、基材層と防汚層との間に十分な密着性が発
現できないおそれがある。
【０１５７】
　なお、防汚層および基材層の合計に対するシランカップリング剤の含有割合の上限は、
好ましくは３０重量％以下であり、さらに好ましくは１０重量％以下であり、特に好まし
くは５重量％以下である。防汚層および基材層の合計に対するシランカップリング剤の含
有割合の上限が上記範囲内に収まることにより、シランカップリング剤が架橋点となって
該シランカップリング剤を含む層が硬くなり過ぎることを抑制できる。
【０１５８】
　本発明の水生生物付着防止粘着テープは、任意の適切な方法によって製造し得る。この
ような方法としては、例えば、別途準備した基材層と粘着層を貼付した後に防汚層形成材
料を基材層上に塗布して防汚層を形成する方法、基材層の一方の面に粘着層形成材料を塗
布して粘着層を形成し、基材層のもう一方の面に防汚層形成材料を塗布して防汚層を形成
する方法、基材層形成材料と粘着層形成材料を共押出しして基材層／粘着層の積層体を形
成させた後に防汚層形成材料を基材層上に塗布して防汚層を形成する方法、などが挙げら
れる。
【０１５９】
　防汚層形成材料を基材層上に塗布する方法としては、例えば、スプレー、ハケ塗り、ロ
ーラー、カーテンフロー、ロール、ディップなどが挙げられる。これらの方法で防汚層形
成材料を基材層上に塗布して、例えば、室温から２５０℃までの温度（好ましくは、室温
から１８０℃の温度）で乾燥させることにより、防汚層を形成することができる。
【実施例】
【０１６０】
　以下、実施例により本発明を具体的に説明するが、本発明はこれら実施例になんら限定
されるものではない。
【０１６１】
＜破断伸び、破断応力の測定＞
　基材層を幅１０ｍｍ、長さ１００ｍｍに切断し、チャック間距離が５０ｍｍとなるよう
に設置して、引張試験機（商品名「Ａｕｔｏｇｒａｐｈ　ＡＧ－Ｘ　２００Ｎ」、（株）
島津製作所製）によりＳ－Ｓ試験（温度：２３℃、湿度：６５％ＲＨ、引張速度：２００
ｍｍ／ｍｉｎ）を行った。この測定値を基に、破断伸び、破断応力を求めた。
【０１６２】
＜投錨力の測定＞
　評価対象の粘着テープを８０ｍｍ×２０ｍｍの試験片サイズにカットした。被着体とし
て１００ｍｍ×１００ｍｍ×厚さ０．４ｍｍのアルミ板を紙やすり♯４００で研磨したも
のを使用した。被着体に試験片を２ｋｇローラーで１往復して貼り合せ、２３℃で３０分
放置後、基材側だけを把持し投錨力を測定した。引張速度は３００ｍｍ／ｍｉｎ、引っ張
り角度は１８０度とした。
　また。貼り合わせ後３０分放置し、６０℃の人工海水（ＧＥＸ（株）製のシーウォータ
ードライタイプを純水１０００ｇに対して３６ｇ溶解）に７日間浸漬してからの投錨力も
同様に測定した。
【０１６３】
＜１８０度ピール接着力の評価＞
　評価対象の粘着テープを８０ｍｍ×２０ｍｍの試験片サイズにカットした。被着体とし
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て３０ｍｍ×１００ｍｍ×厚さ２ｍｍのエポキシ樹脂にガラスクロスを入れて強化したプ
ラスチックＦＲＰ板を使用した。被着体に試験片を２ｋｇローラーで１往復して貼り合せ
、２３℃で３０分放置後、初期の１８０度ピール接着力を測定した。引張速度は３００ｍ
ｍ／ｍｉｎとした。
　また、貼り合わせ後３０分放置し、６０℃の人工海水（ＧＥＸ（株）製のシーウォータ
ードライタイプを純水１０００ｇに対して３６ｇ溶解）に７日間浸漬してからの１８０度
ピール接着力も同様に測定し、投錨破壊なく被着体より剥離できた場合を○とし、投錨破
壊したものを×とした。
【０１６４】
〔製造例１〕
　トルエン１００重量部、ジシクロペンタニルメタクリレート（ＤＣＰＭＡ）（商品名：
ＦＡ－５１３Ｍ、日立化成工業株式会社製）６０重量部、メチルメタクリレート（ＭＭＡ
）４０重量部、および、連鎖移動剤としてチオグリコール酸（ＧＳＨ酸）３重量部を、４
つ口フラスコに投入した。７０℃にて窒素雰囲気下で１時間撹拌した後、熱重合開始剤と
してアゾビスイソブチロニトリル０．２重量部を投入し、７０℃で２時間反応させ、続い
て、８０℃で２時間反応させた。その後、反応液を１３０℃の温度雰囲気下に投入し、ト
ルエン、連鎖移動剤、および未反応モノマーを乾燥除去させ、固形状のアクリル系重合体
（Ａ）を得た。得られたアクリル系重合体（Ａ）のガラス転移温度は１４４℃、重量平均
分子量は５５００であった。
【０１６５】
〔実施例１〕
（粘着層）
　冷却管、窒素導入管、温度計、および攪拌機を備えた反応容器に、（メタ）アクリル系
モノマーとして、２－エチルヘキシルアクリレート（２ＥＨＡ、東亜合成（株）製）：９
４重量部、アクリル酸（ＡＡ）：６重量部、光重合開始剤として２，２－ジメトキシ－１
，２－ジフェニルエタン－１－オン（商品名「イルガキュア６５１」、ＢＡＳＦ製）：０
．１重量部を投入して分散させ、攪拌しながら窒素気流下にて上部よりＵＶ照射すること
により、一部のモノマーをポリマーに転化させて塗工可能な粘度に調整し、（メタ）アク
リル系モノマー混合物を得た。この（メタ）アクリル系モノマー混合物に、アクリル系オ
リゴマーとして、製造例１で得られたアクリル系重合体（Ａ）を５重量部添加し、架橋剤
として１，６－ヘキサンジオールジアクリレート（ＨＤＤＡ）：０．１６重量部を添加し
、これをセパレーター（商品名「ＭＲＦ３８」、三菱樹脂（株）製、厚み５０μｍ）の表
面にアプリケーターにて塗布し、カバーセパレーター（商品名「ＭＲＦ３８」、三菱樹脂
（株）製、厚み３８μｍ）をハンドローラーにて貼り合わせ、さらに紫外線ランプ（ＢＬ
タイプ）により紫外線を照射（紫外線照度：３．４ｍＷ／ｃｍ２、積算照射量：２０００
ｍＪ／ｃｍ２）することにより、厚み５０μｍの粘着層（１－Ａ）を得た。
（基材層）
　冷却管、温度計、および攪拌装置を備えた反応容器に、（メタ）アクリル系モノマーと
して、イソボルニルアクリレート（商品名「ＩＢＸＡ」、大阪有機化学工業（株）製）：
６１重量部、２－エチルヘキシルアクリレート（２ＥＨＡ、東亜合成（株）製）：１９重
量部、アクリル酸（ＡＡ）：１０重量部、アクリロイルモルホリン（商品名「ＡＣＭＯ」
、（株）興人製）：１０重量部、ポリオールとして数平均分子量６５０のポリ（オキシテ
トラメチレン）グリコール（ＰＴＭＧ６５０、三菱化学（株）製）：６８．４重量部を投
入し、攪拌しながら、水添キシリレンジイソシアネート（ＨＸＤＩ、三井化学ポリウレタ
ン（株）製）：２５．５重量部を滴下し、６５℃で５時間反応させ、ウレタンポリマー－
（メタ）アクリル系モノマー混合物を得た。その後、ヒドロキシエチルアクリレート（商
品名「アクリックス　ＨＥＡ」、東亜合成（株）製）：６．１重量部を投入し、６５℃で
１時間反応することで、アクリロイル基末端ウレタンポリマー－（メタ）アクリル系モノ
マー混合物を得た。
　得られたアクリロイル基末端ウレタンポリマー－（メタ）アクリル系モノマー混合物に
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、３－アクリロキシプロピルトリメトキシシラン（ＫＢＭ－５１０３、信越化学工業（株
）製）：１重量部、光重合開始剤としてジフェニル（２，４，６，－トリメトキシベンゾ
イル）ホスフィンオキシド（商品名「ルシリンＴＰＯ」、ＢＡＳＦ製）：０．２５重量部
、紫外線吸収剤（商品名「ＴＩＮＵＶＩＮ１２３」、ＢＡＳＦ製）：１．２５重量部、酸
化防止剤（商品名「ＴＩＮＵＶＩＮ４００」、ＢＡＳＦ製）：０．６重量部を添加するこ
とにより、シロップを得た。
　セパレーター（商品名「ＭＲＦ３８」、三菱樹脂（株）製、厚み３８μｍ）の表面に、
得られたシロップをアプリケーターにて塗工し、厚み２００μｍのシロップ層を形成した
。このシロップ層上にカバーセパレーター（商品名「ＭＲＦ３８」、三菱樹脂（株）製、
厚み３８μｍ）をハンドローラーにて貼り合わせ、さらに紫外線ランプ（ＢＬタイプ）に
より紫外線を照射（紫外線照度：３．４ｍＷ／ｃｍ２、積算照射量：２０００ｍＪ／ｃｍ
２）し、基材層（１－Ｂ）を得た。
（粘着テープ）
　得られた粘着層（１－Ａ）と基材層（１－Ｂ）をハンドローラーにて貼り合わせ、テー
プを得た。シリコーン樹脂（ＴＳＥ３０３２、モメンティブ・パフォーマンス・マテリア
ルズ）：１００重量部に、防汚剤としてシリコーンオイル（ＫＦ９６－５００ＣＳ、非反
応性シリコーンオイル、信越化学工業（株）製）：３０重量部を添加した後、ホモミキサ
ーを用いて撹拌し、樹脂に防汚剤を均一に溶解または分散させた。撹拌後、脱泡し、基材
層に塗工するための防汚層形成材料を得た。これを基材層に塗布し、１００℃で５分間硬
化させ、粘着テープ（１）を作成した。
　粘着テープ（１）の構成は、防汚層（厚み＝１００μｍ）／基材層（厚み＝２００μｍ
）／粘着層（厚み＝５０μｍ）であった。
　評価結果を表１に示した。
【０１６６】
〔実施例２〕
（粘着層）
　実施例１と同様に行い、厚み５０μｍの粘着層（２－Ａ）を得た。
（基材層）
　（メタ）アクリル系モノマーとして、イソボルニルアクリレート（商品名「ＩＢＸＡ」
、大阪有機化学工業（株）製）：４１重量部、２－エチルヘキシルアクリレート（２ＥＨ
Ａ、東亜合成（株）製）：１９重量部、アクリル酸（ＡＡ）：１０重量部、アクリロイル
モルホリン（商品名「ＡＣＭＯ」、（株）興人製）：３０重量部を用いた以外は、実施例
１と同様にして、厚み＝２００μｍの基材層（２－Ｂ）を得た。
（粘着テープ）
　得られた粘着層（２－Ａ）と基材層（２－Ｂ）をハンドローラーにて貼り合わせ、テー
プを得た。シリコーン樹脂（ＴＳＥ３０３２、モメンティブ・パフォーマンス・マテリア
ルズ）：１００重量部に、防汚剤としてシリコーンオイル（ＫＦ９６－５００ＣＳ、非反
応性シリコーンオイル、信越化学工業（株）製）：３０重量部を添加した後、ホモミキサ
ーを用いて撹拌し、樹脂に防汚剤を均一に溶解または分散させた。撹拌後、脱泡し、基材
層に塗工するための防汚層形成材料を得た。これを基材層に塗布し、１００℃で５分間硬
化させ、粘着テープ（２）を作成した。
　粘着テープ（２）の構成は、防汚層（厚み＝１００μｍ）／基材層（厚み＝２００μｍ
）／粘着層（厚み＝５０μｍ）であった。
　評価結果を表１に示した。
【０１６７】
〔実施例３〕
（粘着層）
　実施例１と同様に行い、厚み５０μｍの粘着層（３－Ａ）を得た。
（基材層）
　（メタ）アクリル系モノマーとして、イソボルニルアクリレート（商品名「ＩＢＸＡ」



(30) JP 2014-58616 A 2014.4.3

10

20

30

40

50

、大阪有機化学工業（株）製）：６１重量部、２－エチルヘキシルアクリレート（２ＥＨ
Ａ、東亜合成（株）製）：１９重量部、アクリル酸（ＡＡ）：１０重量部、Ｎ，Ｎ－ジメ
チルアクリルアミド（商品名「ＤＭＡＡ」、（株）興人製）：１０重量部を用いた以外は
、実施例１と同様にして、厚み＝２００μｍの基材層（３－Ｂ）を得た。
（粘着テープ）
　得られた粘着層（３－Ａ）と基材層（３－Ｂ）をハンドローラーにて貼り合わせ、テー
プを得た。シリコーン樹脂（ＴＳＥ３０３２、モメンティブ・パフォーマンス・マテリア
ルズ）：１００重量部に、防汚剤としてシリコーンオイル（ＫＦ９６－５００ＣＳ、非反
応性シリコーンオイル、信越化学工業（株）製）：３０重量部を添加した後、ホモミキサ
ーを用いて撹拌し、樹脂に防汚剤を均一に溶解または分散させた。撹拌後、脱泡し、基材
層に塗工するための防汚層形成材料を得た。これを基材層に塗布し、１００℃で５分間硬
化させ、粘着テープ（３）を作成した。
　粘着テープ（３）の構成は、防汚層（厚み＝１００μｍ）／基材層（厚み＝２００μｍ
）／粘着層（厚み＝５０μｍ）であった。
　評価結果を表１に示した。
【０１６８】
〔実施例４〕
（粘着層）
　実施例１と同様に行い、厚み５０μｍの粘着層（４－Ａ）を得た。
（基材層）
　（メタ）アクリル系モノマーとして、イソボルニルアクリレート（商品名「ＩＢＸＡ」
、大阪有機化学工業（株）製）：４１重量部、２－エチルヘキシルアクリレート（２ＥＨ
Ａ、東亜合成（株）製）：１９重量部、アクリル酸（ＡＡ）：１０重量部、Ｎ，Ｎ－ジメ
チルアクリルアミド（商品名「ＤＭＡＡ」、（株）興人製）：３０重量部を用いた以外は
、実施例１と同様にして、厚み＝２００μｍの基材層（４－Ｂ）を得た。
（粘着テープ）
　得られた粘着層（４－Ａ）と基材層（４－Ｂ）をハンドローラーにて貼り合わせ、テー
プを得た。シリコーン樹脂（ＴＳＥ３０３２、モメンティブ・パフォーマンス・マテリア
ルズ）：１００重量部に、防汚剤としてシリコーンオイル（ＫＦ９６－５００ＣＳ、非反
応性シリコーンオイル、信越化学工業（株）製）：３０重量部を添加した後、ホモミキサ
ーを用いて撹拌し、樹脂に防汚剤を均一に溶解または分散させた。撹拌後、脱泡し、基材
層に塗工するための防汚層形成材料を得た。これを基材層に塗布し、１００℃で５分間硬
化させ、粘着テープ（４）を作成した。
　粘着テープ（４）の構成は、防汚層（厚み＝１００μｍ）／基材層（厚み＝２００μｍ
）／粘着層（厚み＝５０μｍ）であった。
　評価結果を表１に示した。
【０１６９】
〔実施例５〕
（粘着層）
　実施例１と同様に行い、厚み５０μｍの粘着層（５－Ａ）を得た。
（基材層）
　（メタ）アクリル系モノマーとして、イソボルニルアクリレート（商品名「ＩＢＸＡ」
、大阪有機化学工業（株）製）：６１重量部、２－エチルヘキシルアクリレート（２ＥＨ
Ａ、東亜合成（株）製）：１９重量部、アクリル酸（ＡＡ）：１０重量部、Ｎ，Ｎ－ジエ
チルアクリルアミド（商品名「ＤＥＡＡ」、（株）興人製）：１０重量部を用いた以外は
、実施例１と同様にして、厚み＝２００μｍの基材層（５－Ｂ）を得た。
（粘着テープ）
　得られた粘着層（５－Ａ）と基材層（５－Ｂ）をハンドローラーにて貼り合わせ、テー
プを得た。シリコーン樹脂（ＴＳＥ３０３２、モメンティブ・パフォーマンス・マテリア
ルズ）：１００重量部に、防汚剤としてシリコーンオイル（ＫＦ９６－５００ＣＳ、非反
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ーを用いて撹拌し、樹脂に防汚剤を均一に溶解または分散させた。撹拌後、脱泡し、基材
層に塗工するための防汚層形成材料を得た。これを基材層に塗布し、１００℃で５分間硬
化させ、粘着テープ（５）を作成した。
　粘着テープ（５）の構成は、防汚層（厚み＝１００μｍ）／基材層（厚み＝２００μｍ
）／粘着層（厚み＝５０μｍ）であった。
　評価結果を表１に示した。
【０１７０】
〔実施例６〕
（粘着層）
　実施例１と同様に行い、厚み５０μｍの粘着層（６－Ａ）を得た。
（基材層）
　（メタ）アクリル系モノマーとして、イソボルニルアクリレート（商品名「ＩＢＸＡ」
、大阪有機化学工業（株）製）：６１重量部、２－エチルヘキシルアクリレート（２ＥＨ
Ａ、東亜合成（株）製）：１９重量部、アクリル酸（ＡＡ）：１０重量部、２－ヒドロキ
シエチルアクリルアミド（商品名「ＨＥＡＡ」、（株）興人製）：１０重量部を用いた以
外は、実施例１と同様にして、厚み＝２００μｍの基材層（６－Ｂ）を得た。
（粘着テープ）
　得られた粘着層（６－Ａ）と基材層（６－Ｂ）をハンドローラーにて貼り合わせ、テー
プを得た。シリコーン樹脂（ＴＳＥ３０３２、モメンティブ・パフォーマンス・マテリア
ルズ）：１００重量部に、防汚剤としてシリコーンオイル（ＫＦ９６－５００ＣＳ、非反
応性シリコーンオイル、信越化学工業（株）製）：３０重量部を添加した後、ホモミキサ
ーを用いて撹拌し、樹脂に防汚剤を均一に溶解または分散させた。撹拌後、脱泡し、基材
層に塗工するための防汚層形成材料を得た。これを基材層に塗布し、１００℃で５分間硬
化させ、粘着テープ（６）を作成した。
　粘着テープ（６）の構成は、防汚層（厚み＝１００μｍ）／基材層（厚み＝２００μｍ
）／粘着層（厚み＝５０μｍ）であった。
　評価結果を表１に示した。
【０１７１】
〔比較例１〕
（粘着層）
　実施例１と同様に行い、厚み５０μｍの粘着層（Ｃ１－Ａ）を得た。
（基材層）
　（メタ）アクリル系モノマーとして、イソボルニルアクリレート（商品名「ＩＢＸＡ」
、大阪有機化学工業（株）製）：７１重量部、２－エチルヘキシルアクリレート（２ＥＨ
Ａ、東亜合成（株）製）：１９重量部、アクリル酸（ＡＡ）：１０重量部を用いた以外は
、実施例１と同様にして、厚み＝２００μｍの基材層（Ｃ１－Ｂ）を得た。
（粘着テープ）
　得られた粘着層（Ｃ１－Ａ）と基材層（Ｃ１－Ｂ）をハンドローラーにて貼り合わせ、
テープを得た。シリコーン樹脂（ＴＳＥ３０３２、モメンティブ・パフォーマンス・マテ
リアルズ）：１００重量部に、防汚剤としてシリコーンオイル（ＫＦ９６－５００ＣＳ、
非反応性シリコーンオイル、信越化学工業（株）製）：３０重量部を添加した後、ホモミ
キサーを用いて撹拌し、樹脂に防汚剤を均一に溶解または分散させた。撹拌後、脱泡し、
基材層に塗工するための防汚層形成材料を得た。これを基材層に塗布し、１００℃で５分
間硬化させ、粘着テープ（Ｃ１）を作成した。
　粘着テープ（Ｃ１）の構成は、防汚層（厚み＝１００μｍ）／基材層（厚み＝２００μ
ｍ）／粘着層（厚み＝５０μｍ）であった。
　評価結果を表１に示した。
【０１７２】
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【表１】

【０１７３】
　表１に示すように、本発明の水生生物付着防止粘着テープは、海水中での使用中に被着
体から剥離し難いという特性と、海水中での使用後に基材と粘着剤との層間において投錨
破壊が生じることなく被着体から剥離し易いという特性とを、互いにバランス良く両立で
きることが判る。
【産業上の利用可能性】
【０１７４】
　本発明の水生生物付着防止粘着テープは、水中生物が付着して繁殖することを防止でき
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るため、水中構造物（船舶、ブイ、港湾設備、海上油田設備、発電所冷却水用の水路、工
場冷却水用の水路、水上浮遊通路など）に好適に利用できる。
【符号の説明】
【０１７５】
　　１　　　　　　剥離フィルム
　　２　　　　　　防汚層
　　３　　　　　　基材層
　　４　　　　　　粘着層
１００　　　　　　水生生物付着防止粘着テープ

【図１】
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